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人事行政の運営等の状況の公表 
 
第１ 人事行政の運営の状況 
 
１ 職員の任免及び職員数に関する状況                                                  
（１）職員の採用及び退職等の状況（平成２７年度）                               （単位：人） 

 区分 
 
職種 

採用 
離職  

退職 免職 
合計 

定年 勧奨 普通 死亡 任期満了 分限 懲戒 失職 
一般行政職 595 329 67 77 10 151    634 
研究職 17 16 1   4    21 
医療職 65 24 13 21  20    78 
技能労務職 19 30 2 1 1 17    51 
教育職 1,981 1,292 296 199 18 1,010  8 1 2,824 
警察職 538 170 59 170 11 17  1 1 429 
企業職 297 22 12 122  21  1  178 

合  計 
（構成比） 

3,512 

 

  

1,883  

(44.7%)

) 

450  

(10.7%) 

590  

(14.0%) 

40  

(0.9%) 

1,240  

(29.4%) 

0  

(0.0%) 

10  

(0.2%) 

2  

(0.0%) 

4,215  

(100.0%) 
 （注）１ 上記の数は、再任用職員を含みます。 
      ２ 職種の区分については、次のとおりです(以下（２）及び８職員の退職管理の状況に同じ｡)。 

一般行政職・・・他のいずれにも該当しない職員 
研 究 職・・・研究職給料表適用者 
医 療 職・・・医療職給料表(一)、医療職給料表(二)及び医療職給料表(三)の各適用者 
技能労務職・・・技能職給料表適用者 
教 育 職・・・教育職給料表(一)及び教育職給料表(二)の各適用者並びに指導主事及び社会教育主事並びに高等看護学院及び農業大学校の教員 
警 察 職・・・公安職給料表適用者 
企 業 職・・・企業職給料表(一)、企業職給料表(二)、病院企業職給料表(一)、病院企業職給料表(二)、病院研究職給料表、病院医療職給料表(一)、病院医療職給料表(二)、病院医療職 

給料表(三)及び下水道企業職給料表の各適用者 
      ３ 数字の単位未満は、四捨五入しました。このため、内訳の計が100%にならない場合があります(以下(２)に同じ｡)。 

 
（２）職員の昇任及び降任の状況（平成２７年度）                 
   ＜知事等＞                                                         （単位：人） 

 
区分 

昇任 
降任 

 
主任 主査級 主幹級 副課長級 課長級 副部長級 部長級 

一般行政職 56 142 130 86 45 28 10 2 
研究職 5 13 10 2 4    
医療職 15 15 10 10 3 3   
技能労務職         
教育職  1 3 1 1 1   
企業職 92 32 27 14 9 6 4 1 

合  計 
（構成比） 

168 

(21.6%) 

203 

(26.1%) 

 

180 

(23.1%) 

113 

(14.5%) 

62 

(8.0%) 

38 

(4.9%) 

14 

(1.8%) 

3 

   （注） 知事等とは、任命権者が、知事、議長、選挙管理委員会、代表監査委員、人事委員会、公営企業管理者、病院事業管理者及び下水道事業管理者であるものを言 

      います(以下同じ。）。                                                                          
   

  ＜教育委員会＞                                                      （単位：人） 

 
区分 

昇任 
降任 

 
主任 主査級 主幹級 副課長級 課長級 副部長級 部長級 

一般行政職 50 66 77 12 17 7   
医療職 4 2       
技能労務職       1        
教育職         

 合  計 
（構成比） 

55 

(23.3%) 

68 

(28.8%) 

77 

(32.6%) 

12 

(5.1%) 

17 

(7.2%) 

7 

(3.0%) 

0 

(0.0%) 

0 



                                    （単位：人） 

 
区分 

昇任 
降任 

 
主幹教諭 教頭 副校長 校長 

教育職（教員） 236 300 7 224 7 
合  計 

（構成比） 
236 

(30.8%) 
300 

(39.1%) 
7 

(0.9%) 

 

 

224 

(29.2%) 

 

7 

 
 
   ＜警察本部長＞                                    （単位：人） 

 
区分 

昇任 
降任 

 
巡査部長 

主任 

警部補 

係長 

警部 

課長補佐 

警視 

調査官級 

所属長級 

一般行政職 34 18 7 3  2  
研究職 2 1 1    
技能労務職       
警察職 375 243 68 23  18  

合  計 

（構成比） 

411 

(51.7%) 

262 

(32.9%) 

76 

(9.6%) 

26 

(3.3%) 

20 

(2.5%) 

0 

                                                                                    
（３）部門別職員数の状況と主な増減理由                       （各年４月１日現在 単位：人） 

 区分 
部門 

職員数 対前年 
増減数 

主 な 増 減 理 由 
 

平成27年 平成28年 

普 
通 
会 
計 
部 
門 

 

一 
般 
行 
政 
部 
門 

議 会 65  65  0   
 
 
 

総 務 1,185  1,191  +6  ラグビーワールドカップ大会への対応など 

税 務 568  569  +1  外形標準課税対象法人の課税調査など 

民 生 1,042  1,041  ▲1  行政不服審査法に基づく審査体制の再編など 

衛 生 1,259  1,270  +11  ICTによる医療・介護ネットワーク構築など 

商 工 316  315  ▲1  農業大学校旧校舎解体事務の減少など 

労 働 206  207  +1  シニア活躍推進のための体制整備など 

農林水産 863  853  ▲10  埼玉農林業・農山村振興ビジョン見直し終了など 

土 木 1,248  1,247  ▲1  くまがやドーム復旧工事の終了など 

小 計 6,752  6,758  +6   

教育部門 40,943  41,022  +79  児童生徒数の変動など 

警察部門 12,583  12,697  +114  警察官の増員など 

小 計 60,278  60,477  +199   

公 
営 
企 
業 
部 
門 

病 院 2,156  2,269  +113  小児医療センターの新病院オープンへの対応など 

水 道 330  335  +5  耐震化への対応など 

下水道 118  120  +2  水素関連事業の推進など 

その他 82  80  ▲2  産業団地整備の完了など 

小 計 2,686  2,804  +118   

合 計 62,964  63,281  +317   

（注） この表は、総務省定員管理調査の区分に基づき、職員の配置状況を行政部門別に表にしたもので、職員数は定数条例上の

定数とは異なります。 

     



（４）年齢別職員構成の状況（平成２８年４月１日現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（５）職員定数の適切な管理                                            

知事部局の職員定数の管理については、平成２６年３月に策定した「埼玉県行財政戦略プログラ
ム」において、不断に執行体制の効率化を図るとともに、社会経済情勢や県民ニーズに応じて真に
必要な分野に職員定数を重点的に配分することとしています。 
このため、業務改善や事務事業の見直しなどにより、毎年度、定数の１％以上の削減を行い、増

員は原則として削減の範囲内で措置することとしています。 
なお、企業局、病院局、下水道局、教育委員会（事務局職員及び県立学校事務職員等県の裁量に

より削減が可能な職員に限る。）においても、職員定数を適切に管理することとしています。 
 
 

 
 
 
 

区 分 
20歳 
 

未満 

20歳 

～  
23歳 

24歳 

～  
27歳 

28歳 

～  
31歳 

32歳 

～  
35歳 

36歳 

～  
39歳 

40歳 
～  

43歳 

44歳 

～  
47歳 

48歳 

～  
51歳 

52歳 

～  
55歳 

56歳 

～  
59歳 

60歳 
 

以上 

計 
 

職員数 
人  
294  

 

人  
2,992  

 

人  
7,075  

 

人  
7,642  

 

人  
6,781  

 

人  
5,419  

  
 

人  
4,937  

 

人  
4,830  

 

人  
5,486  

 

人  
7,408  

 

人  
8,671  

 

人  
1,746  

 

人  
63,281  



２ 職員の人事評価の状況 
＜知事等及び教育委員会（事務局職員）＞ 

 評価制度の概要 ・実績評価：仕事の実績（業績と過程）を評価 
 ①業績評価：仕事の成果と手順を測定（目標管理を活用） 
 ②職務遂行過程評価：職務遂行における過程の適正さを測定 
・能力評価：職務遂行を通じて発揮された能力と執務姿勢を評価 

対象職員 一般職の職員 

評価期間等 ・実績評価 
 評価基準日：2月1日 
 評価対象期間：4月1日～翌3月31日 
・能力評価 
 評価基準日：11月1日 
 評価対象期間：前年11月2日～11月1日（基準日以前1年間） 

評価の基準 ○主幹級以上の職員 
・実績評価（最終評価） 

評語 内容 分布制限 
Ｓ  実績が特に良好である 

（Ｓは実績が極めて良好な場合） 
 対象者数の10％以内 

Ａ  対象者数の30％からＳの数を除いた数以内 
Ｂ  実績が良好である 

 分布制限なし Ｃ  実績がやや良好でない 
Ｄ  実績が良好でない 

・能力評価（最終評価） 

評語 内容 分布制限 
Ｓ  職位における期待水準を大きく上まわる  対象者数の10％以内 
Ａ  職位における期待水準を上まわる  対象者数の30％からＳの数を除いた数以内 
Ｂ  職位における期待水準である 

 分布制限なし Ｃ  職位における期待水準を下まわる 
Ｄ  職位における期待水準を大きく下まわる 

○主査級以下の職員 
・実績評価（最終評価） 

評語 内容 
ｓ  職位に期待される役割を大きく上まわる 
ａ  職位に期待される役割をやや上まわる 
ｂ  職位に期待される役割をあげている 
ｃ  職位に期待される役割をやや下まわる 
ｄ  職位に期待される役割を大きく下まわる 

・能力評価（最終評価） 

評語 内容 
Ｓ  職位における期待水準を大きく上まわる 
Ａ  職位における期待水準を上まわる 
Ｂ  職位における期待水準である 
Ｃ  職位における期待水準を下まわる 
Ｄ  職位における期待水準を大きく下まわる 

 

評価結果等の活用  評価結果を、昇任昇格や人事異動の参考資料とするとともに、能力開発に活
用している。加えて、評価結果を課所長級以上の職員の給与に反映させている。 

その他 評価者研修を実施（実施主体：彩の国さいたま人づくり広域連合） 

 



＜教育委員会（県立学校）＞ 

 評価制度の概要 ・目標による管理の手法 
・実績（目標の達成状況）及び行動プロセス（能力、意欲等）を総合的に評価、
教職員は併せてチームワーク行動を評価 

・複数の評価者による評価 
・評価結果のフィードバック 
・評価結果の活用（人材育成、人事管理等） 
・評価者の研修の充実、苦情相談窓口の設置 

対象職員 ・全ての職員（埼玉県教育委員会教育長の定める者を除く。） 

評価期間等 ・基準日：2月1日 
・評価期間：基準日の属する年度の4月1日から翌年の3月31日まで 

評価の基準 
実績及び行動プロセスの総合評価基準 

評価 内容 

Ａ 職務を遂行する上で、通常必要な水準を大幅に上回っている 

Ｂ 職務を遂行する上で、通常必要な水準を充たしており 概ね期待どおりである 

Ｃ 職務を遂行する上で、通常必要な水準を充たしておらず、努力が必要である 

Ｄ 職務を遂行する上で、通常必要な水準を充たしておらず、支障をきたしている 

 

チームワーク行動の評価者評価の基準 

評価 内容 

Ａ 職務を遂行する上で、通常必要な水準を充たしており、期待どおりである 

Ｂ 職務を遂行する上で、通常必要な水準を概ね充たしているが改善すべき点がある 

Ｃ 職務を遂行する上で、通常必要な水準を充たしておらず、支障をきたしている 
 

評価結果等の活用  教職員の公正な人事管理に資するとともに、評価結果のフィードバックを通じ
て資質・能力向上を図る。 

その他  評価者研修会を実施（教育委員会主催） 

 
＜警察本部長＞ 

 評価制度の概要  勤務評定は、実績評定及び能力評定の区分により実施している。 
１ 実績評定 
  所掌する業務に対する成果及びその課程における職務遂行に係る行為を定
められた評価項目により評価する。 

  なお、課長補佐級以上の職員にあっては、目標設定方式により評価する。 
２ 能力評定 
  職務遂行に係る行為に現れた職員の保有する知識、判断等の能力を評価す
る。 

 対象職員  所属長級以上の職員並びに採用時教養終了後2月未満及び条件付採用期間中等
の職員を除く警察官及び一般職員 

 評定期間等 実績評定及び能力評定 
 (1) 評定日  ：12月１日 
 (2) 評定期間 ：12月１日～翌11月30日 

 評価の基準 １ 絶対評価（5段階評価） 
 Ａ：優秀 Ｂ：良好 Ｃ：普通 Ｄ：やや劣る～劣る Ｅ：大きく劣る 
２ 相対評価（6段階評価） 
 Ａ：区分全体の10％以内  Ｂ：区分全体の25％以内 
 Ｃ＋及びＣ：分布基準なし Ｄ及びＥ：区分全体の3%以上 

 評価結果等の活用  評定結果を人事管理に活用するとともに、評価の過程における指導育成や結
果のフィードバックにより、活力ある組織を指向し職員の処遇の適正化を図っ
た。 

 その他  勤務評定の公平性を認識させるため、評定者に対する指導及び教養を実施し
た。 



３－１ 職員の給与の状況（公営企業職員を除く。） 
（１）人件費の状況（普通会計決算）                                                    

 
区 分 

住民基本台帳人口 
（平成28年1月1日） 

歳出額 
Ａ 

実質収支 人件費 
Ｂ 

人件費率 
Ｂ/Ａ 

（参考） 
26年度の人件費率 

平成２７年度 
人  

7,323,413  
 

千円  
1,710,215,511  

 

千円  
5,552,792  

 

千円  
613,998,414  

 

％  
35.9  

 

％  
36.0  

  （注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 
                                                                                 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）                                                

区 分 

 

職員数 

    Ａ 

給     与     費 一人当たり給与費 
Ｂ／Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

平成２７年度 
   人 

60,278 

    千円 

272,574,414 

    千円 

65,385,371 

    千円 

108,235,039 

    千円 

446,194,824 

千円 

7,402 

  （注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

     ２ 職員手当には退職手当を含みません。 

     ３ 職員数は、平成２７年４月１日現在の人数です。 

     ４ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。 

 
（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を   

            補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数です。 

     ２ 平成２４年及び平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値です。 

 
（４）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２８年４月１日現在） 

 区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
一般行政職 43.0 歳 329,342 円 424,146 円 

 技能労務職 55.2 歳 347,254 円 406,715 円 
 高等学校等教育職 44.7 歳 374,879 円 449,520 円 
 小中学校教育職 41.8 歳 350,271 円 415,856 円 
 警察職 37.8 歳 321,383 円 464,044 円 

 

（注）１ 職種の区分については、総務省地方公務員給与実態調査の職種区分表によります。（以下同じ。） 

一般行政職・・・行政職給料表適用者（ただし、国の税務職俸給表及び福祉職俸給表に該当する職員、指導主事、社会教育主事並びに高等看護学院及び農業大学校

の教員を除く。）及び事務職給料表適用者 

技能労務職・・・技能職給料表適用者 

高等学校等教育職・・・教育職給料表(１)適用者並びに高等看護学院及び農業大学校の教員 

小学校教育職・・・教育職給料表(２)適用者 

警 察 職・・・公安職給料表適用者 

２ 「平均給料月額」とは、平成２８年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

３ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。 
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（５）職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在）       

区分 初任給 ２年後の給料 

一般行政職 
大 学 卒 183,300 円  196,000 円  

高 校 卒 149,000 円  160,200 円  

技能労務職 
高 校 卒 151,500 円  163,400 円  

中 学 卒 135,950 円  144,350 円  

高等学校教育職 
大 学 卒 204,700 円  218,900 円  

高 校 卒 159,800 円  175,200 円  

小中学校教育職 大 学 卒 204,700 円  218,900 円  

警察職 
大 学 卒 212,500 円  226,900 円  

高 校 卒 184,200 円  192,700 円  
（注） 高等学校教育職・・・高等学校等教育職から特殊教育諸学校、高等看護学院及び農業大学校の教員を除いたもの 

 

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２８年４月１日現在） 

 区分 経験年数10年以上15年未満 経験年数20年以上25年未満 

一般行政職 
大 学 卒 289,269 円  370,112 円  

高 校 卒 238,692 円  338,242 円  

技能労務職 
高 校 卒 －  330,294 円  

中 学 卒 －  －  

高等学校教育職 
大 学 卒 334,645 円  411,938 円  

高 校 卒 －  326,179 円  

小中学校教育職 大 学 卒 336,647 円  402,854 円  

警察職 
大 学 卒 312,673 円  401,762 円  

高 校 卒 271,318 円  368,433 円  

 



（７）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２８年４月１日現在） 

 区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級 計  
標準的な 
職務内容 

主事 
技師 

主事 
技師 

主査 
主任 

主査 主幹 副課長 
主幹 

課長 副部長 部局長 本庁部長  

職員数 
人  
834  

人  
1,289  

人  
1,297  

人  
2,644  

人  
1,439  

人  
927  

人  
310  

人  
85  

人  
16  

人  
17  

人  
8,858  

構成比 
％  

9.4  

％  

14.6  

％  

14.6  

％  

29.8  

％  

16.2  

％  

10.5  

％  

3.5  

％  

1.0  

％  

0.2  

％  

0.2  

％  

100.0  
  （注）１ 埼玉県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

     ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（８）昇給への勤務成績の反映状況（知事部局） 

 毎年度、実績評価及び能力評価で構成される人事評価を全職員に実施。なお、副課長級以下
の職員については、併せて別途勤務成績を判定。 
 課所長級以上の職員については、実績評価結果を基本として、昇給の号給数（8～0号給）を
決定。 
 副課長級以下の職員については、勤務成績に基づき、昇給の号給数（6～3以下の号給）を決
定。 
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（９）職員手当の状況                                                                  
  ア 期末手当・勤勉手当                                                             

 埼    玉    県 国  
１人当たりの平均支給額（平成27年度決算） 

1,678 千円 
－ 

（平成27年度支給割合） 
     期末手当    勤勉手当 

2.60 月分  1.60 月分 
（1.45 月分  0.75 月分） 

（平成27年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 
2.60 月分  1.60 月分 

（1.45 月分  0.75 月分） 
（加算措置の状況） 
 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5～20％ 
・管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 
 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5～20％ 
・管理職加算 10～25％ 

   （注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

   ２ （ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

  【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（知事部局） 

 毎年度、実績評価及び能力評価で構成される人事評価を全職員に実施。なお、副課長級以下
の職員については、併せて別途勤務成績を判定。 
 課所長級以上の職員については、実績評価結果に基づき、支給割合（5段階）を決定。 
 副課長級以下の職員については、勤務成績が良好でない職員の支給割合を、標準の支給割合
から2段階に分け減じている。 

 
   イ 退職手当（平成２８年４月１日現在）                                             

 埼    玉    県 国  

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 
 勤続20年   20.445月分   25.55625月分 
 勤続25年   29.145月分   34.5825 月分 
 勤続35年   41.325月分  49.59   月分 
 最高限度額  49.59 月分  49.59  月分 
 
 その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

              （2％～45％加算）      

 
  1人当たりの平均支給額 （自己都合）（勧奨・定年） 
 （平成２７年度決算）  3,690 千円  23,149 千円 

（支給率）     自己都合   勧奨・定年 
 勤続20年   20.445月分   25.55625月分 
 勤続25年   29.145月分   34.5825 月分 
 勤続35年   41.325月分  49.59   月分 
 最高限度額  49.59 月分  49.59  月分 
 
その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

              （2％～45％加算） 

      
 

   （注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２７年度に退職した職員に支給された平均額です。 
 
  ウ 地域手当（平成２８年４月１日現在）                                             

支給実績（平成27年度決算） 23,384,105 千円 

支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 388 千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 

埼玉県内  9％ 8,848人 

東京都特別区 12％   10人 
（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

 
  エ 特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）  

支給実績（平成27年度決算） 4,167,932 千円  
支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 158 千円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度決算） 43.7 ％  
手当の種類（手当数） 26 手当 

 



手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 
 

 税務手当  県税事務所等に勤務する職員  県税の賦課徴収業務 
 月額 17,000 円 

 日額 650 円 

 福祉保健業務手当  福祉事務所等に勤務する職員  ケースワーク等の相談業務等 
 月額 9,700 円 

 日額 320 円 

 介助及び汚物処理 

 作業手当 
 病院等に勤務する職員  入院患者の介助及び汚物処理の作業 

 月額 8,000 円  

 日額 320 円 

 動物取扱手当  保健所等に勤務する職員  野犬捕獲等の業務 
 日額 370 円～400 円 

 月額 12,500 円 

 土木作業手当  県土整備事務所等に勤務する職員  交通の頻繁な道路上での測量等  日額 340 円 

 消防訓練指導手当  消防学校に勤務する職員  特に危険な消防訓練の指導業務  日額 370 円 

 公害調査等業務手当  環境管理事務所等に勤務する職員  有毒物を発散する場所での調査等  日額 370 円 

 し尿処理施設等検査手当  環境管理事務所等に勤務する職員  し尿処理施設又は浄化槽の立入検査等  日額 320 円 

 保安検査等業務手当  化学保安課等に勤務する職員  危険物貯蔵所の立入検査の業務  日額 370 円 

 試験等業務手当  試験研究機関等に勤務する職員  人体に有害なガスの発生を伴う業務  日額 300 円 

 放射線取扱手当  放射線を取り扱う職員 
放射線照射装置を使用しての撮影 

又は透視作業 
 日額 320 円 

 防疫業務手当  保健所等に勤務する職員  感染症の患者の救護等  日額 320 円 

 用地交渉等手当  県土整備事務所等に勤務する職員  用地取得等の交渉業務  日額 650 円 

 災害応急作業等手当  県土整備事務所等に勤務する職員 
 重大な災害が発生した道路等での 

 応急作業等 
 日額 610 円～730 円 

 特殊現場作業手当 
 農林振興センター等 

 に勤務する職員 

 高所や水中等特殊な場所での 

 工事作業等 
 日額 320 円～370 円 

 遺体取扱手当  遺体を取り扱う職員  遺体を取り扱う作業  １体 800 円～2,500 円 

 夜間看護手当  病院に勤務する看護師等  深夜の看護業務  勤務１回 2,000 円～6,800 円 

 変則勤務手当  変則勤務課所に勤務する職員  深夜の業務等  勤務１回 730 円～1,100 円 

 航空業務手当  防災航空隊に勤務する職員  捜索救難の業務  １時間 1,900 円 



 警察業務手当  警察職員  犯罪捜査又は被疑者逮捕等の業務  日額 460 円等 

 東日本大震災対処 

 業務手当 

 原発敷地内等での 

 業務に従事する職員 
 原発敷地内等での業務  日額 660 円～13,300 円 

 多学年学級担当手当  小中学校の教育職員 
 ２年以上の学年の児童等で編成される 

 学級での授業等 
 日額 290 円 

 兼務手当  県立高等学校の教育職員 
 正規の勤務時間外に行う 

 兼務課程の勤務 
 １時間 1,400 円～1,800 円 

 実習等指導手当  県立学校等に勤務する職員 
 農業実習の教育指導及び 

 理療・看護の教育指導 

 月額 20,000 円 

 日額 180 円～400 円 

 教員特殊業務手当  教育職員  修学旅行での児童等の引率等  日額 900 円～16,000 円 

 教育業務連絡指導手当  教育職員 
 教務等についての連絡調整及び 

 指導助言 
 日額 200 円 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

 
   オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成27年度決算） 11,995,922 千円 
職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 568 千円 
支給実績（平成26年度決算） 11,581,168 千円 
職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 548 千円 
（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

   ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは 

ならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

   ３ 夜間勤務手当を含んでいます。 

 
   カ その他の手当（平成２８年４月１日現在）                                         

手当名 内容及び支給単価 国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

（平成２７年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成２７年度決算) 

扶養手当  
扶養親族のある職員に支給 

 → 配偶者13,000円等 
同  

千円  

5,591,300  

    千円 

235  

住居手当 
借家等居住者 

→ 家賃に応じて月額最高27,000円 
同  

       千円

4,190,021  

千円 

367  

初任給調整 

手当  

大学卒業後一定期間内に採用された 

医師又は歯科医師の職員に支給 

 → 307,800円(又は50,500円)以内 

同  
       千円  

114,624  

    千円 

2,866  

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

 → 運賃等相当額 

  （原則として6カ月定期券価額） 

異 支給上限 
     千円  

6,792,932  

    千円 

 133  
②交通用具（自動車等）利用者 

 → 距離に応じた額 
異 支給額等 

単身赴任手当 
単身赴任の職員に支給 

 → 30,000円＋加算額 
同  

      千円  

39,721  

    千円 

371  

特地勤務手当 

生活の著しく不便な山間地に勤務する 

職員に支給 

 → 支給率4％～8％ 

同  
       千円  

0  

    千円 

0  



へき地手当 

生活の著しく不便な山間地に勤務する 

学校職員に支給 

 → 支給率4～16％ 

同  
       千円  

       0  

千円 

  0  

休日勤務手当 

祝日等において勤務を命ぜられた職員 

に支給 

 → 勤務1時間当たりの給与額×135/100 

同  
       千円  

1,115,284  

    千円 

 282  

宿日直手当 
宿直又は日直勤務をした場合に支給 

 → 勤務1回につき、1,000円～30,000円 
同  

      千円  

1,260,233  

    千円 

 295  

管理職員特別 

勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

 → 勤務1回につき、2,000円～18,000円 
同  

       千円  

  101,230  

    千円 

 585  

夜間勤務手当 

午後10時から翌日の午前5時までの間 

（深夜）に勤務した職員に支給 

 → 勤務1時間当たりの給与額×25/100 

同  
千円 

－ 

千円 

－ 

管理職手当  
管理、監督の地位にある職員に支給 

 → 月額25,900円～136,000円 
同  

  千円  

3,492,124  

    千円 

820  

義務教育等 

教員特別手当 

義務教育諸学校等に勤務する教育職員 

に支給 

 → 月額2,000～8,000円 

  
       千円  

2,691,414  

    千円 

 71  

定時制通信 

教育手当  

定時制の課程又は通信制の課程に勤務 

する教育職員に支給 

 → 各級ごとに定額（月額） 

     夜間勤務1回につき730円（日額） 

  
       千円  

184,211  

    千円 

 360 

産業教育手当 

農業又は工業に関する実習を行う高等 

学校の教育職員に支給 

 → 各級ごとに定額（月額） 

  
       千円  

 231,677  

    千円 

404 

農林業普及 

指導手当  

農業又は林業に関する普及指導業務を 

行う職員(管理職を除く｡)に支給 

 → 支給率6％ 

  
       千円  

32,641  

    千円 

 333 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。                                        

 
（10）特別職の報酬等の状況（平成２８年４月１日現在）                                  

区   分 給  料  月  額  等 

給 
料 

知  事  

副知事 

1,420,000 円  

1,134,000 円  

報 
酬 

議  長  

副議長 

議  員  

1,144,000 円  

1,016,000 円  

 927,000 円  

期 
末 
手 
当 

 （平成27年度支給割合） 

知  事  

副知事 

2.855   月分  （ 3.15 月分 ) 
3.0025  月分  （ 3.15 月分 ) 

 （平成27年度支給割合） 
議  長  

副議長 

議  員  

3.15 月分 

退 
職 
手 
当 

         （算定方式）              （１期の手当額） （支給時期）  

知  事  

副知事  

  1,420,000 円×12×在職年数×0.60    40,896,000 円    任期毎  

  1,134,000 円×12×在職年数×0.46    25,038,720 円    任期毎  

（注）１ 期末手当の（ ）内は、減額措置を行う前の支給割合です。 

２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。        



３－２ 公営企業職員の給与の状況 
（１）工業用水道事業 
  ア 職員給与費の状況（決算）                                              

 
区分 

総費用 
Ａ 

純損益又は 
実質収支 

職員給与費 
Ｂ 

総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ/Ａ 

（参考） 
２６年度の総費用に占める 

職員給与費比率 

 

平成２７年度 
千円 

1,530,087 
千円 

418,300 
千円 

189,111 
％ 

12.4 
％ 

12.0 
（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

   ２ 資本勘定支弁職員に係る職員給与費31,751千円を含みません。 

                                                                                  

 
区分 

職員数 
Ａ 

給与費 一人当たり給与費 
Ｂ／Ａ 

 
給料 職員手当 期末・勤勉手当   計  Ｂ 

平成２７年度 
   人 

30 

    千円 

109,275 

    千円 

33,523 

    千円 

42,583 

    千円 

185,381 

千円 

6,179 
（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

      2 職員手当には退職手当を含みません。 

      3 職員数は、平成２８年３月３１日現在の人数です。 

      4 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。 

 
  イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２８年４月１日現在）    

 平均年齢 基本給 平均月収額  
39.6歳 338,813円 509,814円 

(注）１ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。 

    ２ 平均月収額には、期末・勤勉手当を含みます。 

 
  ウ 職員の手当の状況                                                                  
  （ア）期末手当・勤勉手当                                                             

 １人当たりの平均支給額（平成27年度決算） 
1,419千円 

 

（平成27年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

  2.60  月分   1.60  月分 
（1.45）月分 （0.75）月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5～20％ 
・管理職加算 15～25％ 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

           ２ （   ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
 
   （イ）退職手当（平成２８年４月１日現在）                                             

 （支給率）    自己都合   勧奨・定年 
 勤続20年   20.445月分   25.55625月分 
 勤続25年   29.145月分   34.5825 月分 
 勤続35年   41.325月分  49.59   月分 
 最高限度額  49.59 月分  49.59  月分 
 その他の加算措置     定年前早期退職特例措置 
                        （2％～45％加算） 
 1人当たりの平均支給額    （自己都合）   （勧奨・定年） 
 （平成２７年度決算）   0千円     0千円 

 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

           ２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２７年度に退職した職員に支給された平均額です。 
 



 
  （ウ）地域手当（平成２８年４月１日現在）                                             

 支給実績（平成27年度決算） 9,442千円  
支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 315千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 
埼玉県内 9% 30人 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

 
  （エ）特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）                                         

支給実績（平成27年度決算） 2,971千円  
支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 165千円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度決算） 60.0％  
手当の種類（手当数） 
26 手当 

3手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価  

現場業務手当 浄水場に勤務する職員 給水に関する現場業務等 
月額13,000円 

日額650円 

用地交渉等業務手当 右の業務に従事する職員 用地取得又は損失補償の交渉業務 日額650円 

夜間業務手当 浄水場に勤務する職員 
正規の勤務時間の一部又は全部が深夜に

行われる業務 
勤務1回1,300円 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。  

 

 （オ）時間外勤務手当 

 支給実績（平成27年度決算） 10,261千円  
職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 380千円 
支給実績（平成26年度決算） 9,694千円 
職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 359千円 
（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはな

らない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

３ 休日勤務手当及び夜間勤務手当を含んでいます。 

 
   （カ）その他の手当（平成２８年４月１日現在）     

 

手当名 内容及び支給単価 
一般行政 

職の制度 
との異同 

一般行政職 

の制度と 
異なる内容 

支給実績 

 
（平成27年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額  
（平成27年度決算） 

 

扶養手当 
扶養親族のある職員に支給 

 → 配偶者13,000円等 
同  

      千円  
1,766  

        千円  
        221  

住居手当 
借家等居住者 

 → 家賃に応じて月額最高27,000円 
同  

       千円  
1,103  

        千円  
        221  

初任給調整 

手当 

大学卒業後一定期間内に採用された 

医師又は歯科医師の職員に支給 

 → 307,800円(又は50,500円)以内 

同  
       千円  
          0  

        千円  
           0  

 

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

 → 運賃等相当額 

 （原則として6カ月定期券価額） 

同  
      千円  

5,238  
        千円  

187  

 

②交通用具（自動車等）利用者 

 → 距離に応じた額 
同  

 
単身赴任手当 

単身赴任の職員に支給 

 → 30,000円＋加算額 
同  

       千円  
0  

        千円  
0  

 



 

特地勤務手当 

生活の著しく不便な山間地に勤務する 

職員に支給 

 → 支給率4～8％ 

同  
       千円  

0  
        千円  
          0  

 

 

休日勤務手当 

祝日等において勤務を命ぜられた職員 

に支給 

 → 勤務1時間当たりの給与額×135/100 

同  
       千円  

－  
        千円  

－  

 

 
宿日直手当 

宿直又は日直勤務をした場合に支給 

 → 勤務1回につき2,100円～10,800円 
同  

       千円  
        0  

        千円  
         0  

 

 管理職員特別 

勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

 → 勤務1回につき3,000円～18,000円 
同  

      千円  
        24  

        千円  
         24  

 

 

夜間勤務手当 

午後10時から翌日の午前５時までの間 

（深夜）に勤務した職員に支給 

 → 勤務1時間当たりの給与額×25/100 

同  
       千円  

－  
        千円  

－  

 

 
管理職手当 

管理、監督の地位にある職員に支給 

 → 月額57,800円～136,000円 
同  

千円  
      2,718  

        千円  
       906  

 

     （注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 
 
（２）水道用水供給事業 
  ア 職員給与費の状況（決算）                                              

 
区分 

総費用 
Ａ 

純損益又は 
実質収支 

職員給与費 
Ｂ 

総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ/Ａ 

（参考） 
２６年度の総費用に占める 

職員給与費比率 

 

平成２７年度 
千円 

40,845,333 
千円 

4,725,809 
千円 

2,337,047 
％ 

5.7 
％ 

4.9 
（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

   ２ 資本勘定支弁職員に係る職員給与費664,365千円を含みません。                                                 
                                     

 
区分 

職員数 
Ａ 

給与費 一人当たり給与費 
Ｂ／Ａ 

 
給料 職員手当 期末・勤勉手当   計  Ｂ 

平成２７年度 
   人 

332 

    千円 

1,312,648 

    千円 

413,120 

    千円 

522,031 

    千円 

2,247,799 

千円 

6,770 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

２ 職員手当には退職手当を含みません。 

３ 職員数は、平成２８年３月３１日現在の人数です。 

４ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。 

 
  イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２８年４月１日現在）    

 平均年齢 基本給 平均月収額  
41.1歳 348,268円 540,411円 

(注）１ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。 

    ２ 平均月収額には、期末・勤勉手当を含みます。 

 



  ウ 職員の手当の状況                                                                  
  （ア）期末手当・勤勉手当                                                             

 １人当たりの平均支給額（平成27年度決算） 
1,565千円 

 

（平成27年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

  2.60  月分   1.60  月分 
（1.45）月分 （0.75）月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5～20％ 
・管理職加算 15～25％ 

   （注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

    ２ （   ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 
  （イ）退職手当（平成２８年４月１日現在）                                             

 （支給率）    自己都合   勧奨・定年 
 勤続20年   20.445月分   25.55625月分 
 勤続25年   29.145月分   34.5825 月分 
 勤続35年   41.325月分  49.59   月分 
 最高限度額  49.59 月分  49.59  月分 
 その他の加算措置     定年前早期退職特例措置 
                        （2％～45％加算） 
 1人当たりの平均支給額    （自己都合）     （勧奨・定年） 
 （平成２７年度決算）  19,445千円  22,364千円 

 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

          ２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２７年度に退職した職員に支給された平均額です。 
 
  （ウ）地域手当（平成２８年４月１日現在）                                             

 支給実績（平成27年度決算） 113,576千円  
支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 344千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 
埼玉県内 9% 334人 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

 
  （エ）特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）                                         

支給実績（平成27年度決算） 41,550千円  
支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 182千円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度決算） 68.9％  
手当の種類（手当数） 
26 手当 

3手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価  

現場業務手当 浄水場に勤務する職員 給水に関する現場業務等 
月額13,000円 

日額650円 

用地交渉等業務手当 右の業務に従事する職員 用地取得又は損失補償の交渉業務 日額650円 

夜間業務手当 浄水場に勤務する職員 
正規の勤務時間の一部又は全部が深夜に

行われる業務 
勤務1回1,300円 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。  

 



  （オ）時間外勤務手当 

 支給実績（平成27年度決算） 113,305千円  
職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 357千円 
支給実績（平成26年度決算） 119,215千円 
職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 385千円 
（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

   ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対 

    象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

   ３ 休日勤務手当及び夜間勤務手当を含んでいます。 

 
  （カ）その他の手当（平成２８年４月１日現在）    

 
 

手当名 

 

内容及び支給単価 
一般行政 

職の制度 
との異同 

一般行政職 

の制度と 
異なる内容 

支給実績 

 
（平成27年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額  
（平成27年度決算） 

 

扶養手当 
扶養親族のある職員に支給 

 → 配偶者13,000円等 
同  

      千円  
36,187

  

        千円  
        237  

住居手当 
借家等居住者 

 → 家賃に応じて月額最高27,000円 
同  

       千円  
21,699

  

        千円  
        293  

 
初任給調整 

手当 

大学卒業後一定期間内に採用された 

医師又は歯科医師の職員に支給 

 → 307,800円(又は50,500円)以内 

同  
       千円  
          0  

        千円  
           0  

 

 

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

 → 運賃等相当額 

 （原則として6カ月定期券価額） 

同  
      千円  

55,335 
        千円  

180  

 

②交通用具（自動車等）利用者 

 → 距離に応じた額 
同  

 
単身赴任手当 

単身赴任の職員に支給 

 → 30,000円＋加算額 
同  

       千円  
552  

        千円  
552  

 

 

特地勤務手当 

生活の著しく不便な山間地に勤務する 

職員に支給 

 → 支給率4～8％ 

同  
       千円  

0  
        千円  
          0  

 

 
休日勤務手当 

祝日等において勤務を命ぜられた職員 

に支給 

 → 勤務1時間当たりの給与額×135/100 

同  
       千円  

－  
        千円  

－  

 

 
宿日直手当 

宿直又は日直勤務をした場合に支給 

 → 勤務1回につき2,100円～10,800円 
同  

       千円  
        0  

        千円  
         0  

 

 管理職員特別 

勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

 → 勤務1回につき3,000円～18,000円 
同  

      千円  
        68  

        千円  
         10  

 

 

夜間勤務手当 

午後10時から翌日の午前５時までの間 

（深夜）に勤務した職員に支給 

 → 勤務1時間当たりの給与額×25/100 

同  
       千円  

－  
        千円  

－  

 

 
管理職手当 

管理、監督の地位にある職員に支給 

 → 月額57,800円～136,000円 
同  

千円  
     30,785  

        千円  
       1,026  

 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 
 



（３）地域整備事業 
  ア 職員給与費の状況（決算）                                              

 
区分 

総費用 
Ａ 

純損益又は 
実質収支 

職員給与費 
Ｂ 

総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ/Ａ 

（参考） 
２６年度の総費用に占める 

職員給与費比率 

 

平成２７年度 
千円 

5,322,728 
千円 

248,262 
千円 

194,555 
％ 

3.7 
％ 

1.5 
（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

     ２ 資本勘定支弁職員に係る職員給与費134,097千円を含みません。 

 

 
 
 
 
 

区分 
職員数 

Ａ 
給与費 一人当たり給与費 

Ｂ／Ａ 
 

給料 職員手当 期末・勤勉手当   計  Ｂ 

平成２７年度 
   人 

38 

    千円 

160,560 

    千円 

44,374 

    千円 

66,932 

    千円 

271,866 

千円 

7,154 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

   ２ 職員手当には退職手当を含みません。 

     ３ 職員数は、平成２８年３月３１日現在の人数です。 

     ４ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。 

 
  イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２８年４月１日現在）    

 平均年齢 基本給 平均月収額  
44.8歳 385,182円 576,790円 

（注）１ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。 

          ２ 平均月収額には、期末・勤勉手当を含みます。 
 
  ウ 職員の手当の状況                                                                  
  （ア）期末手当・勤勉手当                                                             

 １人当たりの平均支給額（平成27年度決算） 
1,761千円 

 

（平成27年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

  2.60  月分   1.60  月分 
（1.45）月分 （0.75）月分 

（加算措置の状況） 
 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5～20％ 
・管理職加算 15～25％ 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

          ２ （   ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
 
   （イ）退職手当（平成２８年４月１日現在）                                             

 （支給率）    自己都合   勧奨・定年 
 勤続20年   20.445月分   25.55625月分 
 勤続25年   29.145月分   34.5825 月分 
 勤続35年   41.325月分  49.59   月分 
 最高限度額  49.59 月分  49.59  月分 
 その他の加算措置     定年前早期退職特例措置 
                        （２％～45％加算） 
 1人当たりの平均支給額    （自己都合）   （勧奨・定年） 
 （平成２７年度決算）   0千円     0千円 

 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

          ２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２７年度に退職した職員に支給された平均額です。 
 



  （ウ）地域手当（平成２８年４月１日現在）                                             

 支給実績（平成27年度決算） 14,282千円  
支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 376千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 
埼玉県内 9% 35人 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 
 
  （エ）特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）                                         

支給実績（平成27年度決算） 729千円  
支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 66千円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度決算） 28.9％  
手当の種類（手当数） 

26 手当 

2手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価  

 現場業務手当  地域整備事務所に勤務する職員  団地造成に関する現場業務等 
 月額7,800円 

 日額650円 

 用地交渉等業務手当  右の業務に従事する職員  用地取得又は損失補償の交渉業務  日額650円 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。  

 
（オ）時間外勤務手当 

 支給実績（平成27年度決算） 10,189千円  
職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 309千円 
支給実績（平成26年度決算） 14,439千円 
職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 451千円 
（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対 

    象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

３ 休日勤務手当及び夜間勤務手当を含んでいます。 

 

   （カ）その他の手当（平成２８年４月１日現在）  

 

手当名 内容及び支給単価 
一般行政 

職の制度 
との異同 

一般行政職 

の制度と 
異なる内容 

支給実績 

（平成２７年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額  

（平成２７年度決算) 

 

扶養手当 
扶養親族のある職員に支給 

 → 配偶者13,000円等 
同  

      千円  
5,267  

        千円  
        239  

住居手当 
借家等居住者 

 → 家賃に応じて月額最高27,000円 
同  

       千円  
2,295  

        千円  
        287  

初任給調整 

手当 

大学卒業後一定期間内に採用された 

医師又は歯科医師の職員に支給 

 → 307,800円(又は50,500円)以内 

同  
       千円  
          0  

        千円  
           0  

 

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

 → 運賃等相当額 

 （原則として6カ月定期券価額） 

同  
      千円  

5,370  
        千円  

153  

 

②交通用具（自動車等）利用者 

 → 距離に応じた額 
同  

 
単身赴任手当 

単身赴任の職員に支給 

 → 30,000円＋加算額 
同  

       千円  
0  

        千円  
0  

 

 
特地勤務手当 

生活の著しく不便な山間地に勤務する 

職員に支給 

 → 支給率4～8％ 

同  
       千円  

0  
        千円  
          0  

 

 
休日勤務手当 

祝日等において勤務を命ぜられた職員 

に支給 

 → 勤務１時間当たりの給与額×135/100 

同  
       千円  

－  
        千円  

－  

 



 
宿日直手当 

宿直又は日直勤務をした場合に支給 

 → 勤務1回につき2,100円～10,800円 
同  

       千円  
        0  

        千円  
         0  

 

 管理職員特別 

勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

 → 勤務1回につき3,000円～18,000円 
同  

      千円  
        0  

        千円  
         0  

 

 

夜間勤務手当 

午後10時から翌日の午前5時までの間 

（深夜）に勤務した職員に支給 

 → 勤務1時間当たりの給与額×25/100 

同  
       千円  

－  
        千円  

－  

 

 
管理職手当 

管理、監督の地位にある職員に支給 

 → 月額57,800円～136,000円 
同  

千円  
     6,242  

        千円  
       1,040  

 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 
 
 
（４）病院事業 
  ア 職員給与費の状況（決算）                                              

 

区分 
総費用 

Ａ 
純損益又は 
実質収支 

職員給与費 
Ｂ 

総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ/Ａ 

（参考） 
２６年度の総費用に占める 

職員給与費比率 

 

平成２７年度 
千円 

54,331,772 
千円 

△7,073,465 
千円 

21,144,705 
％ 

38.9 
％ 

41.9 
（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

  ２ 資本勘定支弁職員に係る職員給与費286,851千円を含みません。                                                 
  

 
区分 

職員数 
Ａ 

給与費 一人当たり給与費 
Ｂ／Ａ 

 
給料 職員手当 期末・勤勉手当   計  Ｂ 

平成２７年度 
   人 

2,138 

    千円 

8,282,972 

    千円 

4,766,653 

    千円 

3,357,872 

    千円 

16,407,497 

千円 

7,674 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

     ２ 職員手当には退職手当を含みません。 

     ３ 職員数は、平成２８年３月３１日現在の人数です。 

     ４ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。 

 
   イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２８年４月１日現在）    

 平均年齢 基本給 平均月収額  
36.9歳 360,486円 578,427円 

（注）１ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。 

          ２ 平均月収額には、期末・勤勉手当を含みます。 

 
  ウ 職員の手当の状況                                                                  
  （ア）期末手当・勤勉手当                                                             

 １人当たりの平均支給額（平成27年度決算） 
1,571千円 

 

（平成27年度支給割合） 
     期末手当    勤勉手当 

2.60 月分  1.60 月分 
（1.45 月分  0.75 月分） 

（加算措置の状況） 
 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5～20％ 
・管理職加算 15～25％ 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

          ２ （   ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 



   （イ）退職手当（平成２８年４月１日現在）                                             

 （支給率）    自己都合   勧奨・定年 
 勤続20年    20.445月分  25.55625月分 
 勤続25年    29.145月分  34.5825月分 
 勤続35年    41.325月分  49.59月分 
 最高限度額   49.59月分  49.59月分 
 その他の加算措置     定年前早期退職特例措置 
            （2％～45％加算） 
 1人当たりの平均支給額   （自己都合）  （勧奨・定年） 
 （平成２７年度決算）   1,104千円    22,669千円 

 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

          ２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２７年度に退職した職員に支給された平均額です。 
 
  （ウ）地域手当（平成２８年４月１日現在）                                             

 支給実績（平成27年度決算） 821,735千円  
支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 384千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 
 埼玉県内 9％ 207名  

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

 
  （エ）特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在） 

支給実績（平成27年度決算） 339,621千円  
支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 308千円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度決算）   51.5％  
手当の種類（手当数） 
26 手当 

9手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 
 

福祉保健業務手当 精神医療センターに勤務する職員 ケースワーク等の相談業務等 
月額9,700円 

日額320円 

介助及び汚物処理作業 

手当 
病棟に勤務する職員 入院患者の介助及び汚物処理の作業 

月額8,000円 

日額320円 

試験等業務手当 試験研究機関に勤務する職員 
発がん性物質を使用するがん試験研究業

務 
日額300円 

放射線取扱手当 放射線技術部の職員 放射線管理区域内で行う検査業務 日額320円 

防疫業務手当 
循環器・呼吸器病センターに勤務

する職員 
結核患者に直接接する介助等 日額320円 

遺体取扱手当 遺体を取り扱う職員 遺体を取り扱う作業 
1体 

800円～2,500円 

夜間看護等手当 病院に勤務する看護師等 深夜の看護業務 
勤務1回 

2,000円～6,800円 

変則勤務手当 変則勤務に従事する薬剤師 深夜の業務等 
勤務1回 

730円～1,100円 

新生児担当医手当 小児医療センターに勤務する医師 新生児の診療業務 
業務1件 

10,000円 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。  

 



   （オ）時間外勤務手当 

 支給実績（平成27年度決算） 1,862,739千円  
職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 1,045千円 
支給実績（平成26年度決算） 1,595,638千円 
職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 951千円 
（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

   ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給 

        対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

   ３ 休日勤務手当及び夜間勤務手当を含んでいます。 

 
   （カ）その他の手当（平成２８年４月１日現在）                                         

 

手当名 内容及び支給単価 国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

（平成27年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額  

（平成27年度決算) 

 

扶養手当 
扶養親族のある職員に支給 

→配偶者13,000円等 
同 ― 

千円 
143,929 

千円 
219 

住居手当 
借家等居住者 

→家賃に応じて月額27,000円 
同 ― 

千円 
154,566 

千円 
319 

 

初任給調整手当 

大学卒業後一定期間内に採用された医師又は

歯科医師の職員に支給 

→月額307,800円（又は50,500円）以内 

同 ― 
千円 

861,159 
千円 

3,338 

 

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

→運賃等相当額 

（原則として６か月定期券価額） 

 

同 ― 
千円 

213,331 
千円 
145 

②交通用具（自動車等）利用者 

→距離に応じた額 
同 ― 

単身赴任手当 
単身赴任の職員に支給 

→30,000円＋加算額 
同 ― 

千円 
1,218 

千円 
609 

休日勤務手当 
祝日等において勤務を命ぜられた職員 

に支給 

 → 勤務１時間当たりの給与額×135/100 

同  
       千円 

－  
        千円 

－  

宿日直手当 
宿直又は日直勤務をした場合に支給 

→勤務１回につき、2,100～30,000円 
同 ― 

千円 
184,692 

千円 
377 

管理職員特別勤

務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

→勤務１回につき、2,000円～18,000円 
同 ― 

千円 
4,556 

千円 
198 

夜間勤務手当 
午後10時から翌日の午前5時までの間 

（深夜）に勤務した職員に支給 

 → 勤務1時間当たりの給与額×25/100 

同  
       千円 

－  
        千円 

－  

管理職手当 
管理、監督の地位にある職員に支給 

→月額62,900円～139,600円 
同 ― 

千円 
92,442 

千円 
1,039 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 
 
 
（５）流域下水道事業 
  ア 職員給与費の状況（決算）                                              

 
区分 

総費用 
Ａ 

純損益又は 
実質収支 

職員給与費 
Ｂ 

総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ/Ａ 

（参考） 
２６年度の総費用に占める 

職員給与費比率 

 

平成２７年度 
千円 

47,356,312 
千円 

1,333,576 
千円 

694,443 
％ 

1.5 
％ 

1.7 
（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

   ２ 資本勘定支弁職員に係る職員給与費391,578千円を含みません。 

 
  



 
区分 

職員数 
Ａ 

給与費 一人当たり給与費 
Ｂ／Ａ 

 
給料 職員手当 期末・勤勉手当   計  Ｂ 

平成２７年度 
   人 

117 

    千円 

479,775 

    千円 

143,300 

    千円 

183,459 

    千円 

806,534 

千円 

6,893 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

２ 職員手当には退職手当を含みません。 

３ 職員数は、平成２８年３月３１日現在の人数です。 

４ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。 

 
  イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２８年４月１日現在）    

 平均年齢 基本給 平均月収額  
43.5歳 377,668円 587,577円 

(注）１ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。 

   ２ 平均月収額には、期末・勤勉手当を含みます。 

 
  ウ 職員の手当の状況                                                                  
  （ア）期末手当・勤勉手当                                                             

 １人当たりの平均支給額（平成27年度決算） 
1,648千円 

 

（平成27年度支給割合） 
    期末手当    勤勉手当 
     2.60月分    1.60月分 

（1.45月分）    （0.75月分） 
 （加算措置の状況） 
 職務上の段階、職務の等級による加算措置 

・役職加算   5～20％ 
・管理職加算 15～25％ 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

           ２ （   ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 
   （イ）退職手当（平成２８年４月１日現在）                                             

 （支給率）    自己都合   勧奨・定年  
勤続20年   20.445月分 25.55625月分 
勤続25年   29.145月分 34.5825 月分 
勤続35年   41.325月分 49.59  月分 
最高限度額   49.59 月分 49.59  月分 
その他の加算措置  定年早期退職特例措置 

         （2%～45％加算） 
1人当たりの平均支給額    （自己都合）   （勧奨・定年） 
（平成２７度決算）    307千円      ０千円  

 

（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

           ２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２７年度に退職した職員に支給された平均額です。 
 
  （ウ）地域手当（平成２８年４月１日現在）                                             

 支給実績（平成27年度決算） 42,006千円  
支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 350千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 
埼玉県内 9% 120人 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 
 



  （エ）特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）                                         

支給実績（平成27年度決算） 17千円  
支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 1千円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度決算） 11.9％  
手当の種類（手当数） 

26 手当 

4手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価  

土木作業手当 下水道事務所に勤務する職員 交通の頻繁な道路上での測量等 日額340円 

下水道施設検査手当 下水道事務所に勤務する職員 
下水道の管渠及びマンホール内で行う調

査等 
日額320円 

用地交渉等手当 下水道事務所に勤務する職員 
用地取得等の交渉業務  

 
日額650円 

特殊現場作業手当 下水道事務所に勤務する職員 高所等特殊な場所での工事作業等  日額370円 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。  

 
   （オ）時間外勤務手当 

 支給実績（平成27年度決算） 52,840千円  
職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 600千円 
支給実績（平成26年度決算） 63,526千円 
職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 722千円 
（注）１ 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対 

    象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

３ 休日勤務手当を含んでいます。 

 
   （カ）その他の手当（平成２８年４月１日現在）                                         

 
 

手当名 

 

内容及び支給単価 
一般行政 

職の制度 
との異同 

一般行政職 

の制度と 
異なる内容 

支給実績 

 
（平成２７年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額  
（平成２７年度決算) 

 

扶養手当 
扶養親族のある職員に支給 
 →配偶者13,000円等 

同  
千円 

12,936 
千円 
235 

住居手当 
借家等居住者 
 →家賃に応じて月額最高27,000円 

同  
千円 
5,970 

千円 
332 

初任給調整 

手当 

大学卒業後一定期間内に採用された医 
師又は歯科医師の職員に支給 
 →307,800円（又は50,500円）以内 

同  
千円 

0 
千円 

0 

通勤手当 

①交通通機関（電車等）利用者 

→運賃等相当額 
 （原則として6カ月定期券価額） 同  

千円 
16,257 

千円 
175 

②交通用具（自動車等）利用者 
 →距離に応じた額 

単身赴任手当 
単身赴任の職員に支給 
 →30,000円＋加算額 

同  
千円 

0 
千円 

0 

休日勤務手当 
祝日等において勤務を命ぜられた職員 

に支給 

→勤務1時間当たりの給与額×135/100 

 
同 

 
千円 
－ 

千円 
－ 

管理職員特別 
勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 
 →勤務1回につき3,000円～18,000円 

同  
千円 
43 

千円 
11 

管理職手当 
管理、監督の地位にある職員に支給 
 →月額57,800円～136,000円 

同  
千円 

13,396 
千円 
1,030 

（注） 平成２７年度決算については、議会の認定に付されている数値であり、現在、審議中です。 



４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（市町村立学校教職員を除く。） 
（１）勤務時間の状況（平成２８年４月１日現在）  
  ア １週間の勤務時間  
     ３８時間４５分                                                            
 
  イ 勤務時間 

 開始時刻 終了時刻 休憩時間  
午前8時30分 午後5時15分 午後0時00分～午後1時00分 

（注）勤務の特殊性その他の理由により、上記と異なる場合があります。 
 
（２）年次有給休暇の使用状況（平成２７年１月１日～平成２７年１２月３１日） 
   平成２７年の職員１人当たりの平均使用日数：９．３日 
      
（３）病気休暇の取得状況（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日） 
                          （単位：人） 

 任命権者名 取得者数  
知事等 414  
教育委員会 1,218  
警察本部長 169  

計 1,801  
 
（４）特別休暇の状況（平成２８年４月１日現在） 

 種  類 付与日数 
 １ 出産休暇 出産予定日6週間前の日から産後8週間を経過するまで

の期間 

 ２ 通院休暇 妊娠満23週まで 
 4週間に1回 
満24週から満35週まで 
 2週間に1回 
満36週から出産まで 
 1週間に1回 
産後1年まで 
 1回 

 ３ 通勤休暇 正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて1日を通じて
1時間を超えない範囲内でそれぞれ必要と認められる時
間 

 ４ 妊娠障害休暇 14日の範囲内において必要と認められる期間 
 ５ 育児休暇 1日2回（1日を通じて90分を超えない範囲内） 

 ６ 子育て休暇 義務教育終了前の子を養育する職員が、子の看護等で
勤務しないことが相当であると認められるとき（一の
年において7日（義務教育終了前の子が2人以上の場合
は10日）の範囲内の期間） 

 ７ 家族看護休暇 配偶者、父母等を看護するために勤務しないことが相
当であると認められる場合（一の年において3日の範囲
内の期間） 

 ８ 短期介護休暇 要介護者の介護等のために勤務しないことが相当であ
ると認められる場合（一の年において5日（要介護者が 
2人以上の場合は10日）の範囲内の期間） 

 ９ 生理休暇 3日の範囲内においてその都度必要とする期間 
  



 10 忌引休暇  
 
 
 

  
 

親族 日数 

配偶者 10日 

 血族 姻族 
  1親等直系尊属 
  1親等直系卑属 
  2親等直系尊属 
  2親等直系卑属 
  2親等傍系者 
  3親等傍系尊属 

7日 
7日 
3日 
1日 
3日 
1日 

3日 
1日 
1日 
－ 
1日 
－ 

 
11 父母等の追悼のための休暇 1日 

12 夏季休暇 5日 
13 感染症予防法による交通の制限若し
くは遮断又は健康診断の場合 

その都度必要と認められる期間 

14 災害等又は交通途絶により出勤するこ
とが著しく困難な場合 

その都度必要と認められる期間 

15 災害等において退勤時の危険回避の場
合 

その都度必要と認められる期間 

16 災害による住居の被災の場合 7日の範囲内においてその都度必要と認められる期間 
17 結婚休暇 7日の範囲内の期間 
18 出産補助休暇 3日の範囲内においてその都度必要と認められる期間 

19 男性職員の育児参加のための休暇 5日の範囲内においてその都度必要と認められる期間 
20 ドナー休暇 その都度必要と認められる期間 
21 献血休暇 その都度必要と認められる時間 
22 ボランティア休暇 一の年において5日（委員会と協議して定めるときは 

10日）の範囲内の期間 

 
（５）介護休暇の取得状況（平成２７年度）             
                                                                 （単位：人） 

  
介護休暇 
取得者数 

要介護者数（職員との続柄別）  

計 配偶者 父 母 子 
配偶者 
の父母 

祖父母 兄弟姉妹 孫 その他 

男性職員 29 29 12 15 1 1     
女性職員 37 37 7 20 9 1     

計 66 66 19 35 10 2 0 0 0 0 
                                                                                 （単位：人） 

  休暇の取得形式 介護休暇承認期間 

計 
全日型 
中 心 

時間型 
中 心 

その他 計 
1月以下 

 
１月超え 
２月以下 

２月超え 
３月以下 

３月超え 
４月以下 

４月超え 
５月以下 

５月超え 
 

男性職員 29 19 10  29 14 2 6 1 2 4 
女性職員 37 31 6  37 6 9 5 5 3 9 

計 66 50 16 0 66 20 11 11 6 5 13 
         （注） 「全日型中心」とは、主に１日単位の休暇を取得した者の数、「時間型中心」とは、主に時間単位の休暇を取得した者の数を計上したものです。 



５ 職員の休業に関する状況（平成２７年度）（市町村立学校教職員を除く。） 
（１）修学部分休業の状況   

ア 取得者数   （単位：人） 
 
   
 
 
 
 
 
 

（注）上段は、平成２７年度中に新たに修学部分休業を取得した者の数、下段は修学部分休業の期間が平成２６年度以前から平成２７年度にかけて引き続いている 

者の数です。 

 
イ 取得状況（平成２７年度中に新たに修学部分休業を取得した職員について） （単位：人） 

  
 
 
 
 
 

ウ １週間の取得時間（平均）（同上）                   （単位：人） 

 1週間の取得時間（平均） 
 

 

 

合計 ５時間以下 
 

５時間超え 
１０時間以下 

１０時間超え 
１５時間以下 

１５時間超え 
２０時間以下 

男性職員     0 

女性職員     0 

計 0 0 0 0 0 

 
（２）自己啓発等休業の状況   

ア 取得者数                      （単位：人） 
    
 
 
 
 
 
 
 

（注）上段は、平成２７年度中に新たに自己啓発等休業を取得した者の数、下段は自己啓発等休業の期間が平成２６年度以前から平成２７年度にかけて引き続いている

者の数です。 

 
  イ 取得状況（平成２７年度中に新たに自己啓発等休業を取得した職員について）     

   
取得者数 

教 育 施 設 奉仕活動 

大学院 大学 
外国の 

大学院・大学等 
その他 Ｊ Ｉ Ｃ Ａ 

姉妹 
都市 

その他 

男性職員 4 1 
 

1 
 

2 
  

女性職員 2 
 

1 1 
    

計 6 1 1 2 0 2 0 0 

 

  取得者数 

男性職員  

 

女性職員  

 

計 
0 

0 

  
取得者数 

教育施設 

大学院 大学 短期大学 高等専門学校 専修学校 各種学校 その他 

男性職員 
   

     

女性職員 
   

     

計 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
取得者数 大学等課程の履修 国際貢献活動 

男性職員 
4 2 2 

3 2 1 

女性職員 
2 2 

 
2 1 1 

計 
6 4 2 

5 3 2 

（単位：人） 



  ウ 承認期間（同上）           （単位：人） 

  承認期間 
合計 １年以下 

 
１年超え 
２年以下 

２年超え 
３年以下 

男性職員  2 2 4  

女性職員  2       2  

計 0 4 2  6  

 
（３）配偶者同行休業の状況 
  ア 取得者数等                                 （単位：人） 

 

取得者数 

配偶者同行休業の対象となる配偶者が外国に滞在する理由  

外国での勤務 
事業経営その他
個人が業として
行う活動 

外国の大学にお
ける修学 

その他 

男性職員 
     

 
  

 
    

女性職員 
5  4   1   

     

計 
5 4 0 1 0 

0 0 0 0 0 

（注）上段は、平成２７年度中に新たに配偶者同行休業を取得した者の数、下段は配偶者同行休業の期間が平成２６年度以前から平成２７年度にかけて引き続いている

者の数です。 

 
  イ 承認期間（平成２７年度中に新たに配偶者同行休業を取得した職員について）        
                                              （単位：人） 

  承認期間 
合計 １年以下 

 
１年超え 
２年以下 

２年超え 
３年以下 

男性職員    0 

女性職員 2 1 2 5 

計 2 1 2 5 

 
（４）育児休業等の状況 

ア 育児休業、部分休業及び育児短時間勤務の取得者数                （単位：人）  

  
育児休業 
取得者数 

部分休業 
取得者数 

育児 
短時間勤務 
取得者数 

平成２７年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員  

育児休業 

対象者数 

うち育児休業

取得者数 

うち部分休業

取得者数 

うち育児短時間 

勤務取得者数 

男性職員 
30 7 2 

1,438 23 2  
6 5 1 

女性職員 
986 203 94 

984 957 14 16 
1,241 244 80 

計 1,016 210 96 
2,422 980 16 16 

1,247 249 81 
（注）上段は、平成２７年度中に新たに育児休業等を取得した者の数、下段は育児休業等の期間が平成２６年度以前から平成２７年度にかけて引き続いている者の数です。 



  イ 育児休業、部分休業及び育児短時間勤務の承認期間（平成２７年度中に新たに育児休業（部分 
   休業又は育児短時間勤務）を取得した職員について） 

（ア）育児休業承認期間                             （単位：人） 

  育児休業承認期間 
合計 ６月以下 

 
６月超え 
１年以下 

１年超え 
１年６月以下 

１年６月超え 
２年以下 

２年超え 
２年６月以下 

２年６月超え 
 

男性職員 20 9 1    30 
女性職員 31 188 295 219 124 129 986 

計 51 197 296 219 124 129 1,016 
 
   （イ）部分休業承認期間                                                   （単位：人） 

  部分休業承認期間 
合計 １年以下 

 
１年超え 
２年以下 

２年超え 
３年以下 

３年超え 
４年以下 

４年超え 
５年以下 

５年超え 
 

男性職員 7      7 
女性職員 139 14 8 20 22  203 

計 146 14 8 20 22 0 210 
 

（単位：人） 

 
（ウ）育児短時間勤務承認期間                             （単位：人） 

  育児短時間勤務承認期間 
合計 

 
３月以下 

 
３月超え 
６月以下 

６月超え 
９月以下 

９月超え 
 

男性職員    2 2 
女性職員 7 9 7 71 94 

計 7 9 7 73 96 
 
（５）大学院修学休業の状況 

ア 取得者数   （単位：人） 
 
   
 
 
 
 
      

（注）上段は、平成２７年度中に新たに大学院修学休業を取得した者の数、下段は、大学院修学休業の期間が平成２６年度以前から平成２７年度にかけて引き続いている

者の数です。 

 
イ 許可期間（平成２７年度中に新たに大学院修学休業を取得した職員について） 

                   （単位：人） 

 修学期間 
 

合計 
1年 ２年 ３年 

男性職員  1  1 

女性職員    0 

計 0 1 0 1 

 
 

 １日の部分休業承認期間（平均） 
合計 

 
30分以下 

 
30分超え 
60分以下 

60分超え 
90分以下 

90分超え 
 

男性職員 2 5   7 
女性職員 46 77 47 33 203 

計 48 82 47 33 210 

  取得者数 

男性職員 
1 

1 

女性職員  

 

計 
1 

1 



６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 
（１）分限処分者数                                                      （単位：人） 

 降任 免職 休職 降給 合計 失職  
平成26年度 平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成26年度 平成27年度 

  1  800 728   801 728 1 1 
 
（２）処分事由別分限処分者数                                                 （単位：人）  

 区  分 降任 免職 休職 降給 合計 失職  
平成 

26年度 
平成 

27年度 
平成 
26年度 

平成 
27年度 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

 勤務成績が良くない場合 
（法第28条第１項第１号） 

            

 心身の故障の場合 
（法第28条第１項第２号、第２項第１号） 

    798 727   798 727   

 職に必要な適格性を欠く場合 
（法第28条第１項第３号） 

  1      1    

 職制等の改廃等により過員等を生じた場合 
（法第28条第１項第４号） 

            

 刑事事件に関し起訴された場合 
（法第28条第２項第２号） 

    2 1   2 1   

 条例に定める事由による場合 
（法第27条第２項） 

            

合計 0 0 1 0 800 728 0 0 801 728 0 0 
 法第28条第４項により失職した者           1 1 

（注）１ 休職処分者数は、処分件数に着目して計上したものであり、延べ数です。 
      ２ 法とは、地方公務員法をいいます（以下同じ。）。 
                                  
（３）懲戒処分者数                                             （単位：人） 

 戒告 減給 停職 免職 合計  
平成26年度 平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成26年度 平成27年度 

12 9 4 19 15 6 16 8 47 42 
   
（４）処分事由別懲戒処分者数                                           （単位：人） 

 区    分 戒告 減給 停職 免職 合計  
平成 
26年度 

平成 
27年度 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

 法令に違反した場合 
（法第29条第１項第１号） 

5 4 1 13 5 2 4 4 15 23 

 職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 
（法第29条第１項第２号） 

4 2  1     4 3 

 全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 
（法第29条第１項第３号） 

3 3 3 5 10 4 12 4 28 16 

合計 12 9 4 19 15 6 16 8 47 42 
 



７ 職員の服務の状況（市町村立学校教職員を除く。） 
（１）職員の守るべき義務 

服務とは、職員が勤務に服するについての在り方をいいます。 
    服務の根本基準については、地方公務員法第３０条において、すべて職員は、全体の奉仕者として

公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければな
らないことを規定しています。 

   職員の服務に関する具体的な事項については、地方公務員法第３１条から第３８条までにおいて規
定されていますが、服務の根本基準を定めたこの第３０条の規定は、これらの各規定を通じて基本原
則となるものです。 

   また、教育職員の服務に関する具体的事項については、地方公務員法のほかに教育公務員特例法

において規定されているものもあります。 

 
   地方公務員法に定める職員の守るべき義務については、次のとおりです。 

  ① 服務の宣誓（地方公務員法第３１条） 
  ② 法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（地方公務員法第３２条） 
  ③ 信用失墜行為の禁止（地方公務員法第３３条） 
  ④ 秘密を守る義務（地方公務員法第３４条） 
  ⑤ 職務に専念する義務（地方公務員法第３５条） 
  ⑥ 政治的行為の制限（地方公務員法第３６条） 
  ⑦ 争議行為等の禁止（地方公務員法第３７条） 

    ⑧ 営利企業等の従事制限（地方公務員法第３８条） 
   なお、警察職員が行う服務の宣誓の内容については、警察法第３条において、「この法律により   

警察の職務を行うすべての職員は、日本国憲法及び法律を擁護し、不偏不党且つ公平中正にその職   

務を遂行する旨の服務の宣誓を行うものとする。」と規定されています。 

   また、教育公務員特例法に定める服務に関する事項は、次のとおりです。 

① 兼職及び他の事業等の従事（教育公務員特例法第１７条） 
② 公立学校の教育公務員の政治的行為の制限（教育公務員特例法第１８条） 

    ③ 研修（教育公務員特例法第２１条） 
 
（２）職員倫理規程 

埼玉県職員倫理規程は、公務の公正さに対する県民の信頼を確保することを目的として、職員は県
  民全体の奉仕者であることなど、公務員としての基本的な心構えを明記したほか、公費支出事務処理
  に関する留意事項、関係業者等との接触に関する遵守事項などを具体的に定めたものです。 

また、埼玉県警察職員の職務倫理及び服務に関する規程は、職員は、警察の任務が県民から負託さ
れたものであることを自覚し、県民の信頼にこたえることができるよう、高い倫理観のかん養に努め、
職務倫理を保持しなければならないと規定しています。 

 
（３）服務規律の遵守に関する取組 
  ア 平成２７年度に行った主な取組                                                     

 任命権者 取 組 内 容  
知事等 「倫理推進員研修会」 

 年度当初4月に倫理推進員（各所属において所属長に次ぐ職位の者）
研修会を開催し、職員の公務員倫理の意識の高揚を図った。 

 
 

「部課所長会議」 
 適宜、課所長会議等を実施し、全職員に対して意識啓発を行った。 

 

 教育委員会 事務局においては、「職員の不祥事防止に向けての研修」として、 
5～6月に職場研修を、7月にＤＶＤ視聴研修を実施した。 
県立学校においては、校長会議等の各種会議での指示や通知文書の

発出により、各校において職員会議や研修会等の場を通じて所属職員
への服務規律の徹底を図ることを指導した。 

 



 警察本部長  警察学校における採用時教養及び各課程において、職務倫理（服務
を含む。）教養を実施 
 各所属における職場教養において、職務倫理（服務を含む。）に関
する機会教養を実施 
 職務倫理（服務を含む。）に関する想定課題を職員に示し、グルー
プ討議を実施 

 

  
  イ 職員への周知の状況（平成２７年度）                                                   

 任命権者 周知の方法 周知した内容  

各任命権者 各種会議、庁内ＬＡＮ等 服務規律確保全般 

 
（４）職務に専念する義務の免除（平成２７年度） 
   職務に専念する義務とは、「職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を除く外、その勤務時 

間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有す 
る職務にのみ従事しなければならない。」（地方公務員法第35条）とするもので、この義務の免除に
おいては、条例及びその委任に基づく規則により限定的に認められています。 

 
（５）営利企業等の従事制限（平成２７年度） 
   営利企業等の従事制限とは、地方公務員法第38条により、職員は、任命権者の許可を受けなければ、

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員等を兼ね、若しくは自ら営
利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない、 
とするものです。 
営利企業等への従事については、規則で定められた許可の基準等により限定的に認められています。 

 
   許可の状況（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日） 

 任命権者 従事の許可件数 主な許可事例  
知事等 1,280  大学等の非常勤講師、講演等の講師、

柔剣道の審判員  教育委員会 2,968   
 警察本部長 145   
 計 4,393   
 
 
８ 職員の退職管理の状況 

職員の退職管理に関する条例（平成２８年埼玉県条例第７号）第３条の規定に基づく任命権者への届
出件数（平成２６年度退職者及び平成２７年度退職者） 
                     （単位：件） 

 
区分 

職種 
営利法人 非営利法人 合計 

一般行政職 21         21         42 
研究職 1          3          4 
医療職 0          1          1 
技能労務職 0          0 0 
教育職 0 17 17 
警察職 5 7 12 
企業職 2          4 6 

合 計 29 53 82 
（注）１ 非営利法人には国及び地方公共団体を含みません。 

   ２ 職種の区分については、１（１）職員の採用及び退職等の状況に同じですが、研究職には研究職給料表適用者のほか、任期付研究員給料表適用者を含んでいます。 

 



９ 職員の研修の状況 
（１）研修計画 

 任命権者 計 画  
知事等 

教育委員会 
平成27年度県職員研修実施計画（教員を除く。） 

 教育委員会 平成27年度教職員研修計画（教員）  
 警察本部長 平成27年度埼玉県警察教養計画  
 
（２）職員研修の実施状況 
  ＜知事等及び教育委員会（教員を除く。）＞ 

 研修名 概要 対象者 実施場所 期日 参加者数 
階層別基本研

修 

職務遂行上必要な基本知識及び技

能を習得させるため、職務の階層

別区分に従い実施する研修 

 9コース 85回 

それぞれ職務の

階層別区分に該

当する職員 

自治人材開発

センターほか 

1～8日 2,931 人 

階層別選択研

修 

職務遂行上必要な専門的かつ高度

な知識及び技能を習得させるため

に実施する希望性の研修 

 28コース 62回 

希望する職員な

ど 

自治人材開発

センターほか 

1～4日 1,237人 

講師養成研修 研修の指導者として必要な知識と

指導技術を習得させるために実施

する研修 

                1コース 3回 

各職場の研修担

当者など 

自治人材開発

センターほか 

1日 281 人 

 特別研修 職員の意識改革を図るために実施

する上記以外の研修 

              15コース 54回 

研修内容による 自治人材開発

センターほか 

1～3日 1,972 人 

     ※ 他に職場研修、派遣研修、部局専門研修などを実施しています。 
 
＜教育委員会（教員）＞ 

 研修名 概要 対象者 実施場所 期日 参加者数 
年次研修 初任者、5年、10年、20年の経験年

数に応じ、専門職として必要な知
識及び技能等を修得するための研
修 
             21講座 

各経験年数に該
当する教職員 

県立総合教育
センターほか 
 

5～25日 3,694人 
 

特定研修 特定の職務研修に関する専門的な
知識・技能、教育課題等に関する
研修 
              17講座 
 

推薦された教職
員など 

県立総合教育
センターほか 
 

1～11日 
    

1,304人 
 

専門研修 教科等における指導力の向上を図
るため幅広い知識・技能の修得を
目指す研修 
              48講座 

希望する教職員 県立総合教育
センターほか 
 

1～5日 
   

2,139人 
 

 管理職研修 学校管理・運営、教育指導上の諸
問題についての研修 
              6講座 

校長、教頭、事
務長など 
 

県立総合教育
センターほか 
 

1～3日    743人 
   

※ 他に職場研修、派遣研修などを実施しています。 

 



＜警察本部長＞ 

 研修名 概要 対象者 実施場所 期日 参加者数 
階級別幹部任用科   職務執行する上で、必要な基 

本的知識及び技能を修得させる 

ため、階級区分に従い実施する 

研修 

         6課程 22回 

それぞれの職務

の階級区分に該

当する職員 

警察大学校 

関東管区警察学校 

埼玉県警察学校 

2週間 

～4か月 

 732 人 

部門別任用科  職務を執行する上で、必要な 

専門かつ高度な技術を修得させ 

るために実施する部門別の研修 

         4課程  6回 

それぞれの部門

に該当する職員 

埼玉県警察学校 2週間 

～4週間 

 193 人 

専 科 教 養  特定の分野に関する専門的か 

つ最新の知識及び技能を修得さ 

せるために実施する研修 

        30課程 40回 

それぞれの部門

に該当する職員 

埼玉県警察学校 3日 

～4週間 

1,009 人 

講 習  特定の分野に関する専門的か 

つ最新の知識を修得させるために実

施する研修 

      230課程 1,377回 

それぞれの部門

に該当する職員 

警察本部ほか 0.5日 

～340日 

45,979 人 

※ 他に職場研修、派遣研修などを実施しています。 

 
 
10 職員の福祉及び利益の保護の状況                                                  
（１）厚生制度                                                                  

 ＜知事等＞ 

 
区  分 事 業 名 

内     容 
件数等の実績(平成２７年度) 

対象者 
事業主体  

県 共済 互助会 
保   健 定期健康診断 

 
がん検診 
 
人間ドック 
 
歯科健診 
 
その他 

胸部Ｘ線、尿検査等 
3,838人  

胃、肺、大腸 
1,815人  

胸部Ｘ線、尿検査等 
4,875人  

歯、歯周、口腔検査 
352人  

健康相談、健康教育、カウンセリング 
3,845人  

全 員 
 

希望者 
 

30歳及び35歳以上の 
希望者 

26、31、41、51歳の者 
 

全員(一部35歳及
び40歳以上) 

○ 
 
○ 
 
 
 
 
 
○ 

 
 
 

○ 

 
○ 
 
○ 

 
 
 

 

 
 

 

 
 

元気回復 スポーツ大会 
 
マイセレクション事業 
 
その他 

バレーボール等 
2,172人  

スポーツ、文化、健康管理等の分野選択 
 20,781人  

サークル活動の促進 
 19件  

各所属 
 

全 員 
 

該当団体 

○ ○ 
 
○ 
 
○ 

 
 
○ 

そ の 他 ライフプラン 年代別のセミナーの開催 
288人  

30歳以上の
希望者 

○ ○  

      （注） 共済とは「地方職員共済組合埼玉県支部」を、互助会とは「埼玉県職員互助会」をいいます。 
 



＜教育委員会＞ 

 
区  分 事 業 名 

内     容 
件数等の実績(平成２７年度) 

対象者 
事業主体 

県 共済 互助会 

保  健 人間ドック 1泊ドック、1日ドック、 

脳ドック等 

27,602人 

希望者  ○ ○ 

定期健診 

（課・所・館） 

胸部X線、尿・血液検査等 
413人 

全員 ○ 
  

定期健診 

（県立学校） 

尿・血液検査等 

8,119人 

全員 ○   

結核健診 

（県立学校） 

胸部X線 

8,394人 

全員 ○   

がん検診 胃 

3,086人 

35歳以上 
希望者等 

○   

その他 健康相談、健康教育 全員 ○   

元気回復 マイ リフレッシュ 健康増進、元気回復、 

心身のリフレッシュ 

61,252件 

全員  ○ ○ 

その他 ライフプランセミナー 年代別のセミナーの開催 

3,142人 

希望者 
○ ○ ○ 

  （注） 共済とは「公立学校共済組合埼玉支部」を、互助会とは「（一財）埼玉県教職員互助会」をいいます。 
 
＜警察本部長＞ 

区  分 事 業 名 
内     容 

件数等の実績(平成２７年度) 
対象者 

事業主体 

県 共済 互助会 

保健 定期健康診断 
 
 
 
 
人間ドック 
 
 
脳ドック付き人間ドック 

視力、聴力、胸部エックス線撮影、

血液検査、尿検査等 

6,031人 
 

 

視力、聴力、胸部エックス線撮影、

血液検査、尿検査等 

6,340人 
ＭＲＩ、ＭＲＡ、視力、聴力、胸部

エックス線撮影、血液検査、尿検査

等 

560人 

全員 
（35歳以上

の人間ドッ

ク希望者を

除く。） 

希望者 
 
 

希望者 
 
 

○ ○ 
 
 
 
 
○ 
 
 
○ 

 
 
 
 
 
 
 
 

元気回復 ｱﾌﾀｰﾌｧｲﾌﾞｾﾚｸｼｮﾝ スポーツ、文化、健康管理、育児・

介護の分野選択 

 10,179人 

希望者 
  ○ 

その他 ライフプラン 
 
各種厚生事業 

年代別のセミナーの開催 
1,193人 

各種保険事業 

該当者 
 

該当者 

○ 
 
○ 

○ 
 
○ 

 

（注） 共済とは「警察共済組合埼玉県支部」を、互助会とは「（一財）埼玉県警察職員福利厚生会」をいいます。 
 



（２）共済制度                                                                  
    ＜知事等＞                                                               

 区  分 事 業 名 内    容 
件数等の実績(平成２７年度) 

対象者 事業主体  
県 共済 互助会 

短期給付 
（健康保険） 

      

法定給付 保健給付 
 
休業給付 
 
災害給付 

医療費、出産費等 
      221,925件 

育児休業手当金等 
1,647件  

災害見舞金等 
                       0件 

該当者 
 

該当者 
 

該当者 

 ○ 
 
○ 
 
○ 

 

その他給付 附加給付等 家族療養費附加金等付加給付、一部負担金払戻金 
 1,442件  

該当者  ○  

 長期給付 
（年金） 

厚生（共済）年金の進
達 

老齢厚生（退職共済）年金等 
 459件  

該当者  ○   

（注） 共済とは「地方職員共済組合埼玉県支部」を、互助会とは「埼玉県職員互助会」をいいます。 
 
     ＜教育委員会＞ 

 
区  分 事 業 名 

内    容 
件数等の実績(平成２７年度) 

対象者 
事業主体 

県 共済 互助会 

短期給付 
（健康保険） 

      

法定給付 保健給付 医療費、出産費等 
830,518件 

全員  ○  

休業給付 育児休業手当金等 

10,122件 

全員 
 

○ 
 

災害給付 災害見舞金等 
4件 

全員 
 

○ 
 

その他 給付 附加給付等 家族療養費附加金等付加給付、一部負担金払戻金 
7,850件 

全員 
 

○ 
 

長期給付 

（年金） 

厚生（共済）年金の進
達 

老齢厚生（退職共済）年金等 

1,081件 
該当者 

 
○ 

 

（注） 共済とは「公立学校共済組合埼玉支部」を、互助会とは「（一財）埼玉県教職員互助会」をいいます。 
 
  ＜警察本部長＞ 

区  分 事 業 名 
内容 

件数等の実績（平成２７年度） 
対象者 

事業主体 

県 共済 互助会 

短期給付 
(健康保険) 

      

法定給付 保健給付 
 

医療費、出産費等 
323,763件 

育児休業手当金等 
1,368件 

該当者 
 

該当者 
 

 ○ 
 
○ 
 

 

その他給付 附加給付等 家族療養費附加金等付加給付、一部負担金払戻金 

2,370件 
該当者 

 
 ○  

長期給付 
(年金） 

厚生（共済）年金の進

達 

老齢厚生（退職共済）年金等 

627件 
該当者  ○  

（注） 共済とは「警察共済組合埼玉県支部」を、互助会とは「（一財）埼玉県警察職員福利厚生会」をいいます。 
 
（３）安全衛生管理の状況 

労働安全衛生法に基づき、事業者の責務としての職員の安全及び健康の確保や労働災害の防止に
努めています。具体的には、産業医の配置、衛生管理者の業務支援などの管理体制を整備し、また、
安全衛生委員会等を通じて職員の意見を聴取しながら、これらの施策を進めています。 



 
（４）公務災害の認定件数（平成２７年度）     （単位：件）                          

 任命権者 公務災害 通勤災害 計  
知事等 49 15 64 

 教育委員会 299 20 319  
警察本部長 212 26 238 

 合計 560 61 621  
                                                           



第２ 人事委員会の業務の状況 
１ 職員の競争試験及び選考の状況（平成２７年度） 
（１）採用試験の実施状況（平成２７年度） 
ア 実施日程等 

 試験区分 試験職種 主な受験資格（ｶｯｺ内の年齢は平成27年4月1日現在） 試験日程 合格発表日 試験方法  
職員採用 
上級試験 

一般行政 ・昭和60年4月2日～平成6年4月1日に 
 生まれた人(21歳～29歳) 
・平成6年4月2日以降に生まれた人で、 
 平成28年3月までに大学卒業(見込み) 
 又は人事委員会が同等の資格がある 
 と認める人 
・福祉については、社会福祉主事の任 
 用資格を有する人又は平成28年3月31 
 日までに取得見込みの人 

第１次試験日 
平成27年6月28日 
 
第２次試験日 
平成27年7月13日 
    ～8月21日 

第１次合格発表日 
平成27年7月7日 
 
最終合格発表日 
平成27年8月31日 

第１次試験 
教養試験 択一式50問出題 
     (選択解答制） 
     40問解答  120分 
 
専門試験 択一式40問 
     (一般行政、警察 
                     事務は50問出題 
                (選択解答制) 
     40問解答) 120分 
 
第２次試験 
論文試験 1題       75分 
人物試験 個別面接、 
         集団討論、 
           適性検査 
 
※新方式試験 
第１次試験 
専門試験 択一式40問120分 
 
第２次試験 
人物試験 個別面接、プレゼ
     ンテーション含 
    む個別面接、 
     適性検査 

福祉 

心理 

設備 
 

設備（新方式） 

総合土木 

総合土木（新方式） 

建築 
 
建築（新方式） 

化学 

農業 

林業 

警察事務職員採用上級試験 

市町村立小・中学校事務職員 
採用上級試験 

第１次試験 
教養試験 択一式50問出題 
          (選択解答制) 
     40問解答 120分 
 
第２次試験 
論文試験 1題      75分 
人物試験 個別面接、 
         集団討論、 
           適性検査 

免許資格職職員 
採用試験 

薬剤師 ・昭和58年4月2日～平成4年4月1日に 
 生まれた人(23歳～31歳)で、薬剤師 
 免許を有する人又は平成28年春季の 
 国家試験で取得見込みの人 
・平成4年4月2日以降に生まれた人で、 
 平成28年3月までに大学卒業（見込み） 
 又は人事委員会が同等の資格がある 
 と認める人で、薬剤師免許を有する 
 人又は平成28年春季の国家試験で取 
 得見込みの人 

獣医師 ・昭和58年4月2日～平成4年4月1日に 
 生まれた人(23歳～31歳）で、獣医師 
 免許を有する人又は平成28年春季の 
 国家試験で取得見込みの人 
・平成4年4月2日以降に生まれた人で、 
 平成28年3月までに大学卒業（見込み） 
 又は人事委員会が同等の資格がある 
 と認める人で、獣医師免許を有する 
 人又は平成28年春季の国家試験で取 
 得見込みの人 



保健師 
 
 
 

・昭和60年4月2日～平成7年4月1日に 
 生まれた人(20歳～29歳)で、保健師 
 免許を有する人又は平成28年春季の 
 国家試験で取得見込みの人 
・平成7年4月2日以降に生まれた人で、 
 平成28年3月までに大学卒業（見込み） 
 又は人事委員会が同等の資格がある 
 と認める人で、保健師免許を有する 
 人又は平成28年春季の国家試験で取 
 得見込みの人 

管理栄養士 ・昭和60年4月2日～平成6年4月1日に 
 生まれた人(21歳～29歳)で、管理栄 
養士免許を有する人又は平成28年 
春季の国家試験で取得見込みの人 

・平成6年4月2日以降に生まれた人で、 
 平成28年3月までに大学卒業（見込み） 
 又は人事委員会が同等の資格がある 
 と認める人で、管理栄養士免許を有 
する人又は平成28年春季の国家試 
験で取得見込みの人 

   

 職員採用 
初級試験 

一般事務 
 

・平成6年4月2日～平成10年4月1日に 
  生まれた人(17歳～20歳） 

第１次試験日 
平成27年9月27日 
 
第２次試験日 
平成27年10月15日 
    ～10月29日 

第１次合格発表日 
平成27年10月7日 
 
最終合格発表日 
平成27年11月25日 

第１次試験 
教養試験 択一式50問 120分 
 
専門試験(設備、総合土木、
    栄養士、司書) 
     択一式40問 120分 
 
第２次試験 
作(論)文試験 1題    60分 
人物試験 個別面接、  
         適性検査 
 

 

設備 

総合土木 
 

警察事務職員採用初級試験 

市町村立小・中学校事務職員 
採用初級試験 
免許資格職職員 
採用試験 
 
 

栄養士 ・昭和60年4月2日～平成8年4月1日に 
 生まれた人(19歳～29歳)で、栄養士 
 免許を有する人又は平成28年3月31日 
 までに取得見込みの人 

司書 ・昭和60年4月2日～平成8年4月1日に 
 生まれた人(19歳～29歳)で、司書の 
 資格を有する人又は平成28年3月31日 
 までに取得見込みの人 

経験者 
職員 
採用試験 

民間企 
業等職 
務経験 
者区分 

一般行政 
 
 
 
 

・昭和31年4月2日以降に生まれた人 
（59歳未満）で、以下のいずれかの要 
件を満たす人 

 ① 大学を卒業（人事委員会が同等 
  の資格があると認める人を含む。） 

後、民間企業等における職務経験 
を5年以上有する人 

 ② 短期大学又は専修学校（2年制以 
  上の専門課程で年間授業時間数が 

680時間以上のものに限る。）を 
卒業（人事委員会が同等の資格が 
あると認める人を含む。）後、民 
間企業等における職務経験を7年 
以上有する人 

 ③ 民間企業等における職務経験を 
   9年以上有する人 

第１次試験日 
平成27年9月27日 
 
第２次試験日 
平成27年10月31日 
    
第３次試験日 
平成27年11月29日 
    

第１次合格発表日 
平成27年10月20日 
 
第２次合格発表日 
平成27年11月17日 
 
最終合格発表日 
平成27年12月10日 

第１次試験 
教養試験 択一式40問 120分 
論文試験Ⅰ 1題       75分 
 
第２次試験 
論文試験Ⅱ 1題       75分 
人物試験Ⅰ 個別面接、 
           適性検査 
 
第3次試験 
人物試験Ⅱ 個別面接 
 

設備 
 
 
 
 

総合土木 
 
 
 

建築 



海外活 
動等経 
験者区 
分 

一般行政 ・昭和60年4月2日～平成6年4月1日に 
生まれた人（21歳～29歳） 

 

警察官（巡査） 
採用試験 
 
県内第1回試験 

Ⅰ類 ・昭和60年4月2日以降に生まれた人で、 
 大学を卒業若しくは平成28年3月まで 
 に卒業見込みの人又はこれらの人と 
 同等の資格があると認められる人 

第１次試験日 
平成27年5月10日 
 
 
第２次試験日 
平成27年6月6日 
   ～8月5日 

第１次合格発表日 
平成27年6月2日 
 
 
最終合格発表日 
平成27年8月24日 

第1次試験 
教養試験 択一式50問 120分 
論(作)文試験 1題     60分 
 
第2次試験 
人物試験 個別面接、 
          集団討論、 

適性検査 
身体検査 
体力検査 
 
 
 
国際捜査Ⅰ類 
 第1次試験 
 専門試験Ⅰ 記述式  90分 
 論文試験 1題      60分 
  
 第2次試験 
 専門試験Ⅱ 口述式 
 人物試験 個別面接、 
           集団討論、 
              適性検査 
 身体検査 
 体力検査 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅱ類 ・昭和60年4月2日～平成8年4月1日に生 
まれた人(19歳～29歳）で、短期大学 

 又は専修学校(2年制以上の専門課程 
 で年間授業時数が680時間以上のもの 
 に限る。)を卒業した人又は平成28 
年3月までに卒業見込みの人等 

Ⅲ類 ・昭和60年4月2日～平成9年4月1日に生 
まれた人で、Ⅰ類・Ⅱ類に該当しな 
い人(18歳～29歳） 

国際捜査 
Ⅰ類 

・前記Ⅰ類の受験資格を有する人で語学 
（受験言語）が堪能な人 

武道・体育 
指導Ⅰ類 

・前記Ⅰ類の受験資格を有し、卓越した 
柔道又は剣道の技術を有する、いずれ 
も段位が4段以上（大学卒業見込みの人 
に限り3段を含む。）の人 
 
 

警察官（巡査） 
採用試験 
 
県内第2回試験 

Ⅰ類 ・昭和60年4月2日以降に生まれた人で、 
 大学を卒業若しくは平成28年3月まで 
 に卒業見込みの人又はこれらの人と 
 同等の資格があると認められる人 

第1次試験日 
平成27年9月20日 
 
第2次試験日 
平成27年10月17日 
   ～11月30日 

第1次合格発表日 
平成27年10月13日 
 
最終合格発表日 
平成27年12月18日 
 

 

Ⅱ類 ・昭和60年4月2日～平成8年4月1日に生 
 まれた人(19歳～29歳)で、短期大学又 
 は専修学校(2年制以上の専門課程で年 
 間授業時数が680時間以上のものに限 
 る。)を卒業した人又は平成28年3月ま 
 でに卒業見込みの人等 

Ⅲ類 ・昭和60年4月2日～平成10年4月1日に生 
 まれた人で、Ⅰ類、Ⅱ類に該当しない 
 人(17歳～29歳) 

   

武道・体育 
指導Ⅰ類 

・前記Ⅰ類の受験資格を有し、卓越した 
 柔道又は剣道の技術を有する、いずれ 
 も段位が4段以上（大学卒業見込みの 
人に限り3段を含む。）の人 

 

  

警察官(巡査) 
採用試験 
 
県外試験 

Ⅰ類 
 
 
 

・昭和60年4月2日以降に生まれた人で、 
  大学を卒業若しくは平成28年3月まで 
  に卒業見込みの人又はこれらの人と 
  同等の資格があると認められる人 

第1次試験日 
平成27年5月10日 
   ～9月27日 
 

第1次合格発表日 
平成27年7月上旬 
   ～11月下旬 
 

県内試験に準ずる。 



警察官(巡査) 
採用試験 
 
県外試験 
 

Ⅲ類 ・昭和60年4月2日～平成10年4月1日に生 
 まれた人で、Ⅰ類に該当しない人 
（17歳～29歳） 

第2次試験日 
平成27年8月22日 
    ～12月6日 

最終合格発表日 
平成27年12月18日 
～平成28年1月29日 

 

イ 実施結果 

試験区分 試験職種 採用予定者数 申込者数 第1次試験 第2次試験 最終合格者数 最終倍率 
受験者数 合格者数 受験者数 

職員採用上級試験 

※1 

一般行政 
人 

  １７９ 
人 

２，４９９ 
人 

１，７４９ 
人 

 ６６４ 
人 

５８２ 
人 

２６５ 
     倍 

 ６．６ 
福祉 １０ ８７ ５９ ４０ ３７ １４ ４．２ 
心理 
設備 

１ ３９ ２５ ８ ６ ２ １２．５ 

設備 
 
 

２２ １２５ ８６ ７１ ５８ ３０ ２．９ 

総合土木 ５１ １５８ １２７ ９７ ８２ ５７ ２．２ 

建築 ８ ５２ ３９ ２８ ２１ １２ ３．３ 

化学 ２０ １１４ ８１ ７２ ６５ ２６ ３．１ 

農業 １５ ８５ ６４ ５９ ５６ １７ ３．８ 

林業 ６ ４５ ３２ ２４ ２１ ８ ４．０ 

警察事務職員採用上級試験 ２４ ３３３ ２２４ ９４ ９１ ２９ ７．７ 

市町村立小・中学校事務職員採用上級試験 ３５ ５０６ ４１０ １３４ １２４ ４２ ９．８ 

免許資格職職員採用試験 薬剤師 １０ ５８ ４４ ３９ ３５ １５ ２．９ 
獣医師 １０ ４４ ３８ ３８ ３５ １５ ２．５ 
保健師 ３ ２３ ２１ １７ １７ ５ ４．２ 

管理栄養士 １ ２７ １８ ９ ７ ２ ９．０ 
栄養士 ３ ８５ ６４ １７ １６ ５ １２．８ 
司書 １３ ２０４ １５４ ４５ ４０ １５ １０．３ 

職員採用初級試験 一般事務 ７ １７８ １４２ ４６ ２９ １１ １２．９ 

設備 ２ ３ ３ １ １ ０ ー 
総合土木 ３ １４ １２ １０ １０ ５ ２．４ 

警察事務職員採用初級試験 ８ １４１ １２０ ３３ ２９ １０ １２．０ 
市町村立小・中学校事務職員採用初級試験 ２３ ２４９ ２１４ １０８ ８４ ３９ ５．５ 
経験者職員採用 
試験 
※2 

民間企業等職

務経験者区分 

 

 

一般行政 
５ ３４８ ２１４ １６ 

１５ 
５ 

６ 
４ 

３５．７ 
５３．５ 

設備 
３ ４５ ３８ １４ 

１２ 
３ 

４ 
３ 

９．５ 
１２．７ 

総合土木 
５ ５７ ４４ １５ 

１４ 
８ 

８ 
６ 

５．５ 
７．３ 

建築 
２ ２７ ２１ ８ 

７ 
４ 

４ 
３ 

５．３ 
７．０ 

海外活動等経
験者区分 

一般行政 
２ ３４ ２６ ９ 

６ 
３ 

３ 
３ 

８．７ 
８．７ 

職員採用試験  計 
 
 
 
 
 
 
 

  ４７１  ５，５８０ ４，０６９ １，７１６ １，５００ ６４３ ６．３ 

※１上級試験の設備、総合土木、建築は新方式含む。 ※２上段は第２次試験、下段は第３次試験の受験者数及び合格者。  

試験区分 試験職種 採用予定者数 申込者数 第1次試験 第2次試験 最終合格者数 最終倍率 
受験者数 合格者数 受験者数 

警察官男性 Ⅰ類 
人 

２４０ 
 

人 
 ３，１３４ 

 

人 
１，９３５ 

 

人 
１，３９０ 

 

人 
９８５ 

 

人 
 ３８９ 

 

倍 
５．０ 

 警察官男性 Ⅱ類 ２５ １，１７３ 
 

１３１９ 

８８５ 
 

３１８ 
 

２０３ 
 

６４ 
 

１３．８ 
 警察官男性 Ⅲ類 １６７ ２，１０７ 

 
１，３２２ 

 
８４１ 

 
６８１ 

 
２１３ 

 
６．２ 

 警察官女性 Ⅰ類 ４０ ７３４ 
 

３９８ ２６０ １７７ ７７ ５．２ 
警察官女性 Ⅱ類 １５ ３９４ ２２２ １４８ １１０ ３０ ７．４ 
警察官女性 Ⅲ類 ２５ ５９６ ２７０ １６１ １２７ ３８ ７．１ 
国際捜査 Ⅰ類 ２ １０ ５ ２ １ ０ ー 



武道・体育指導 Ⅰ類 ６ ９ ８ ８ ８ ４ ２．０ 
県外募集 Ⅰ類 ３２ ４５０ ３６９ ８９ ４６ ７ ５２．７ 
県外募集 Ⅲ類 ２８ ５００ ３７６ ８１ ５１ ８ ４７．０ 

警察官採用試験  計 ５８０ 
 

９，１０７ 
 

５，７９０ 
 

３，２９８ ２，３８９ 
 
 

８３０ 
 

７．０ 
  

（２）採用選考の実施状況（平成２７年度） 
 ア 採用選考実施状況総括表   （単位：人） 

 区分 被選考者数 合格者数 
 ※１ 割愛選考とは、人事交流等により、国や他の地 

   方公共団体等の職員を採用するための選考をいう。 
 ※２ 定例選考の対象の職は、看護師、診療放射線技 

師などである。 

割愛選考 ※１      65      65 

定例選考 ※２      343     235 

身体障害者選考      19      7 

                                              
 イ 主な選考の実施状況 
 区分 被選考者数 合格者数 倍率 主な受験資格 

（ｶｯｺ内の年齢は平成27年4月1日現在） 
選考日程 合格発表日 選考方法  

 
医療従事職員 
(看護師)選考 
(3回実施) 
 
 
 

                                             人 
    281 

                 人 
    203 

      倍 
  1.4 

 
・昭和31年4月2日以降に生ま
 れた人で、看護師免許を有
 する人又は平成27年度の
 試験で取得見込みの人 

 
第1回 
平成27年5月16日 
第2回 
平成27年8月29日 
第3回 
平成28年1月15日 

 
 
平成27年6月1日 
 
平成27年9月18日 
 
平成28年2月4日 

 
作文試験 1題  60分 
適性試験 
人物試験 個別面接 

身体障害者を 
対象とした 
選考 

  19     7 2.7 ・昭和60年4月2日～平成10
年4月1日に生まれた人(17
歳～29歳） 

・身体障害者手帳を有し、障
 害の程度が1～6級の人 
・自力通勤が可能で、かつ介
 護者なしに週38時間45分
 の職務遂行が可能な人 
・原則として、平成27年9月 
 11日現在、埼玉県内に住所
 を有し、引き続き県内に住
 所を有する人 

第1次選考 
平成27年10月18日 
 
第2次選考 
平成27年11月12日 

第1次合格発表日 
平成27年11月4日 
 
最終合格発表 
平成27年12月10日 

第1次選考 
教養試験 択一式40問 
            120分 
作文試験 1題   60分 
人物試験 個別面接 
 
第2次選考 
身体検査 
人物試験 個別面接 

 
（３）昇任試験の実施状況（平成２７年度） 

   警察官昇任試験実施状況 

 区分 申込者数 第１次試験 第２次試験 口述術科 

受験者数 

最終合格者数 

   Ｂ 

最終倍率   

Ａ／Ｂ 

 
受験者数Ａ 合格者数 受験者数 合格者数 

 
警部 

人 
    1,357 

人 
    1,342 

人 
     339 

人 
      336 

人 
      120 

人 
     120 

人 
       79 

倍 
    17.0 

警部補     2,255     2,229      472       470       302      301         222     10.0 

巡査部長     2,694     2,668  674       674  471      471       373      7.2 
 
（４）昇任選考の実施状況（平成２７年度） 

              （単位：人） 

 職 被選考者数 合格者数  

 

 

 

 

 

 部長級          15          15 
 副部長級          48          48 
 課長級          92          92 
 副課長級         185         185 
 主幹級         299         299 
 主査級         285         285 



 警部           0           0  

  職員の任用に関する規則第21条の14第2項に係るもの  警部補           9           9 
 巡査部長           3           3 

 
 ※上記のうち、選考に伴う試験の実施状況 
 区分 申込者数 第１次試験 免除者数 

    B 

 

最終合格者数 

      C 

 

最終倍率 

(A+B)/C 

 
受験者数A 合格者数 

 主査級 
 昇任試験 

人 
     240 

人 
      166 

人 
       50  

人 
     55 

人 
        35 

倍 
      6.3 

 
２ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 
 

  平成２７年１０月１９日、地方公務員法の規定に基づき、議会及び知事に対して、職員の給与等に関

する報告（意見）及び勧告を行った。主な内容は次のとおりである。 
 

 
１ 公民給与較差に基づく給与改定 

（１）月例給 平成２７年４月分の民間給与と職員給与との比較を行った結果、職員給与が民間給 

      与を下回ったことから給料表及び地域手当を引き上げる。 

民間給与(Ａ) 職員給与(Ｂ) 較 差(Ａ－Ｂ) 

398,366 円 396,585 円  1,781 円（0.45 ％） 

 ※ 民間給与との比較を行った職員の平均年齢 ４３．９歳 

・ 給料表は、初任給を中心に若年層に重点を置きつつ、中高齢層も含めて引上げ 

・ 公民較差の状況等を考慮し、地域手当の支給割合を引上げ（8％ → 8.3％） 

 

（２）特別給 平成２６年８月から平成２７年７月までの民間の特別給の年間支給割合と職員の期 

      末手当・勤勉手当の年間支給月数の比較を行った結果、職員の期末手当・勤勉手当の 

      年間支給月数が民間の特別給を 0.09 月下回ったことから、職員の年間支給月数を 

      4.20 月に引き上げる。 

民間の特別給 職員の期末手当・勤勉手当 

4.19 月 4.10 月 

 

２ 給与制度の総合的見直し（平成２８年度実施事項） 

 平成２７年度から実施の「給与制度の総合的見直し」を着実に進めるため、次の措置を講ずる。 

 ※  「給与制度の総合的見直し」は、世代間の給与配分の見直し等を行った国に準じて、平成

２７年度に給料表の水準を引き下げるとともに、県内の民間賃金水準等を考慮し、地域手当

の支給割合等を段階的に引き上げるもの。なお、職員の給料の激変緩和のための経過措置を

平成３０年３月まで段階的に実施。 

（１）地域手当 

  ・ 給料表の水準の引下げに伴う経過措置の状況等を踏まえ、平成２８年度の地域手当の支給  

   割合を引上げ（8.3％ → 9％） 

（２）単身赴任手当 

  ・ 単身赴任手当の基礎額、加算額の限度を引上げ 

 

３ 女性職員の活躍促進 

 ・ 計画的なキャリアの形成や研修の更なる充実を図るなど、これまで以上に積極的な活躍促 

  進を図ることが重要である。 

 ・  管理監督者をはじめとする職場全体の意識改革を図るとともに、多様な働き方の検討を進 

  めるなど、仕事と家庭の両立支援に取り組んでいく必要がある。 

 

４ 多様な働き方への対応  

 ・ 業務ごとの県民サービスに与える影響、職員のニーズ等、様々な観点からその効果・影響を 

  考慮しつつ、フレックスタイム制の導入について検討する必要がある。 

 



５ 不祥事の再発防止に向けた徹底した取組 

 ・ あらゆる機会を捉え、研修等により繰り返し職員に対する意識付けを図るなど、徹底した不 

  祥事の再発防止対策に継続して取り組んでいくことが必要である。 

 
３ 勤務条件に関する措置の要求の状況                                           
 
（１）平成２７年度中に処理したもの 

（平成２８年３月３１日現在） 
 

事案名 
 

要求者 
 

要求内容 
 
受付年月日 

 
審理の結果 

 
備考 

平成26年（措）

第２号事案 

公立学校 

教諭 

勤務時間に関すること等 26. 8.29 
27. 7.30 取下げ 

 
 

平成27年（措）

第１号事案 

公立学校 

事 務 職 員

（再任用） 

再任用の期末勤勉手当の

支給割合に関すること 

27.10. 9 
 28. 3.17  棄却 

  

 

処理 計２事案２件 
 
（２）係属中のもの 
    
   なし 
    
４ 不利益処分に関する不服申立ての状況                                           
 
（１）平成２７年度中に処理したもの 

（平成２８年３月３１日現在） 
 

事案名 
 

処分者 
 

処分内容 
 
受付年月日 

 
審理の結果 

 
備考 

昭和60年以前 

７事案 

埼玉県教育

委員会 

停職、減給、戒告 昭35.1.12 

外 

 28. 3.29 取下申出書

受理（２１件） 

 

１０４件 

 

 

 
処理 計７事案２１件 

 
（２）係属中のもの 

（平成２８年３月３１日現在） 
 

事案名 
 

処分者 
 

処分内容 
 
受付年月日 

 
審理の結果 

 
備考 

昭和60年以前 

１２事案 

埼玉県教育

委員会 

停職、減給、戒告 昭35.1.12 

外 

係属中 

1０４件 

 

 

平成25年（不） 

第１号事案 

埼玉県教育

委員会 

減給 25. 3. 8 係属中 
 

平成26年（不） 

第１号事案 

警察本部長 懲戒免職 26. 4. 4 係属中 
 

平成27年（不） 

第１号事案 

埼玉県教育

委員会 

分限免職 27. 5.27 係属中 
 

平成27年（不） 

第２号事案 

埼玉県教育

委員会 

懲戒免職 27. 9.24 係属中 
 

平成28年（不） 

第１号事案 

埼玉県教育

委員会 

懲戒免職 28. 3. 7 係属中 
 

 

係属中 計１７事案１０９件 


